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第 1 章 土浦市の現状と課題 

1.1 土浦市の現状と課題 

土浦市では 2000 年をピークに人口減少が加速しており、

近年では人口が急減・急増している地区も存在している。 

また、市の財政も厳しい状況となっている。財政収支は今

後しばらくも右肩下がりになると予想されており、投資的

経費も来年以降はあまり多くは出せない状況になってい

る。財政圧迫が顕著に表れてきており、市の事業の際に利

用することができる投資額が限られていることがわかる。 

一方で土浦市には霞ヶ浦の固有の景観と様々なロケ地が

存在し、りんりんロードを活かした独自の自転車まちづく

りが成されている。JR 常磐線が通っており、東京へのアク

セスも良く、土浦には特有の魅力や資源が多く存在してい

る。 

これらを踏まえ、土浦市の魅力や特色を更に活かし、時

代のニーズに合ったまちづくり及び都市計画の整備を行う

べきだと考えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1-1 土浦市の総人口の推

移

図 1.1-2 中学校地区別の人口増

減 (2002~2018 年） 

霞ヶ浦の固有の景観 自転車まちづくり 

東京へのアクセスの良さ 様々なロケ地 

写真 1.1-1~4 土浦市の魅力と固有資源 

図 1.1-3 財政収支の見通し 

図 1.1-4 投資的経費 
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1.2 分野別における現状と課題の分析 

 1.1 を踏まえて本実習では、1.2.1~1.2.6 の 6 項目の分野に分けて土浦市の現状と課題をより深く

調査した。 

1.2.1 人口・財政 

1.2.1_1 人口 

1.2.1_1.1 人口・世帯数の推移 

1975 年から 2018 年までの土浦市全

体での総人口推移を図 1.2.1-1 にまと

める。2015 年までのデータは国勢調査

の結果を、2018 年のデータは茨城県の

常住人口調査を使用している。図１よ

り、1975 年から 1990 年にかけては毎

年 1500 人の人口増加がみられていた

が、1990年以降は人口増加の幅が小さ

くなり、2000年をピークに人口は減少

が続いている。2015年以降は減少幅が

段々大きくなっており、人口減少が顕

著に表れている。 

世帯数は、図 1.2.1-2 をみると、今な

お増加しているが、その増加幅は小さ

くなっており、図 1.2.1-3 から 1人世帯

の割合が増えている。以上より、世帯

数の増加は単身者の増加や核家族化

によると考えられる。世帯数の増加の

みを見ると、転入数や人口が増加して

いると前向きに考えてしまうが、実際

はそうでないことがわかる。 

1.2.1_1.2 年齢別人口 

図1.2.1-4,5に年齢別の人口に関する

グラフをまとめる。1980 年以降、年少

人口が減少し老年人口が増大すると

いう構図は変わっておらず、2000年以

降は上昇傾向にあった生産年齢人口

の割合も減少してきている。また、

2000 年に老年人口が年少人口を逆転

し、それ以降は老年人口が年少人口よ

図 1.2.1-1 総人口の推移 

図 1.2.1-2 世帯数の推移 

図 1.2.1-3 一般世帯(構成人数別)構成割合の推移 
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り多くなってしまっている。土浦市においても、少子高齢化の進展がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

1.2.1_3 地区別人口推計  

 ここでは土浦市内の地区別人口に関して述べる。図

1.2-6より市南部にある三中地区と市東部にある五中地

区で人口が増加したことがわかる。だが、中心地区に位

置する一中・二中・四中地区では人口がわずかに減少し

ており、周辺の都和中・六中地区では人口は減少してい

る。市北部にある新治地区では人口が大幅に減少して

おり、土浦市は人口減少地区のほうが増加地区より多

い状態である。 

次に、図 1.2.1-7,8 を元に地区ごとに土浦市内の各地

区の人口の年齢構成を整理する。 

一中地区は年少人口、生産年齢人口の減少率が市平

均の値に近いのに対し、老年人口の増加率は低くなっ

ている。年少人口比率が市全体より低いので今後の人

口は減少することが推測される。これより土浦駅周辺の中心市街地の人口の減少が課題と考えら

れる。二中地区は市全体と比べて年少人口割合と生産年齢人口割合は比較的多い。また、年少人

口減少率も市の中では最も低く若年層が多い地区となっており、少子化の進行も遅いことがわか

る。三中地区は、年少人口減少率は低いが高齢者数が 2.3 倍増えており、高齢層が大きくなって

いる。四中地区の人口構成割合と人口減少率は市全体と似ており市の中で見ると平均的な速さで

少子高齢化が進行している。五中地区は、年少人口割合・生産年齢人口割合の値が他の地区より

も大きく、老年人口割合が他の地区よりも小さい。一方で、老年人口増減率が 100％を超えてお

図 1.2.1-5 年齢（3 区分）別の人口推移 図 1.2.1-4 年齢（3 区分）別の人口推移 

図 1.2.1-7 地区別の年少人口増減率 

×年少人口比率 

図 1.2.1-8 地区別の老年人口増減率 

×老年人口比率 

地区別の人口増減 

（2002～2018 年） 

三中 

五中 

一中 

二中 

四中 

都和中 

六中 

 

図 1.2.1-6 地区別の人口増減 
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り、急速な高齢化の可能性が懸念されている。六中地区は、老年人口に関する値は市内でも高い

値であり、この先の高齢化も心配される。都和中地区は年少人口比率が市内平均より高いものの、

その他の年少人口・生産年齢人口に関する値は市内平均を下回っており、老年人口の比率、増減

率ともに市内平均を上回っている。今後は高齢化が進行していくといえる。新治地区はもとより

高齢化の進んだ地域であり、最も少子高齢化の進んだ地域である。 

1. 2.1_1.4 総人口・地区別人口のまとめ 

1.2.1_1.1, 2より、土浦市は今後働き手が次第に不足

し高齢者が増えるようになることがわかる。これよ

り、高齢者を主とした 1 人世帯の支援及び介護がより

必要になることが課題となると考えられる。 

また 1.2.1_1.3より、中心市街地における人口減少が

みられる。中心機能が低下しており、都市の空洞化へ

の何かしらの対策が必要となると考えられる。土浦市

は中心市街地の空洞化の改善策として土地の高度利

用や、シティプロモーション等により、移住・定住者

の獲得を重視しているが、問題視する必要があることは土浦駅周辺の公共・商業施設等の配置な

のではないのだろうか。土浦市の中心市街地では商店数、従業員数、売り場面積、年間販売額と

全てが減少している。限られた数の商業施設を元に都市を支えるには限界があるため、この減少

を都市の空洞化に関する重要な課題として捉える必要があるだろう。 

1.2.1_1.5 自然動態 

 図 1.2.1-10 は土浦市の出生・死亡に伴う人口の動

き、つまりは自然動態について表したものである。

近年の土浦市では出生率が減少傾向に、死亡率が

上昇傾向になっている。2008 年に自然動態は自然

減に転じており、年々減少する値も増加している。 

合計特殊出生率は、全国平均を大きく下回る

1.33（2018 年）である。人口を維持するために必要

な合計特殊出生率は 2.07 であり、この数字からは

大きくかけ離れている。 

合計特殊出生率の値は土浦市民の結婚経験の

有無や結婚年齢が関係していると考えられる。

図 1.2.1-12,13 によると平均初婚年齢は上昇して

おり、全国と同様に晩婚化が進んでいることが

わかる。 

図 1.2.1-14,15によると 30～34歳の間では約 2

人に 1 人、35～39 歳の間は約 3 人に 1 人が結婚

しておらず、未婚率の値は両年代で上昇し続け

ているので非婚化の動きが進んでいるとみえる。近年は上昇が止まりつつあるが、未婚率の値は

図 1.2.1-11 自然動態（出生数・死亡数）の

推移[4] 

図 1.2.1-10 合計特殊出生率の推移 

（出生数との比較） 

図 1.2.1-9 全市及び中心市街地人口の

推移 
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大きいままであるので、値を減らすための対策が必要である。 

1.2.1_1.6 自然動態のまとめ 

1.4 より、出生率の低下と平均初婚年齢及び未婚率の上昇は同時に起こっている現象であるこ

とがわかる。これより晩婚化及び非婚化は出生率低下の要因の一つもしくはなんらかの関係性が

あるとみてよいだろう。これらの現象が同時に起こっている背景としては高額な養育費や高齢出

産等のリスク、心理的・肉体的負担、出産による仕事への支障等が挙げられる。以上を踏まえて、

市は結婚後の生活や子育てに関する支援を行うことや若者同士のコミュニティの場の形成、余暇

に過ごすことができる場の形成が必要であると考えられる。 

1.2.1_1.7 社会動態 

図 1.2.1-16 より転入数・転出数はどちらも近

年減少傾向にある。また、転入数から転出数を

差し引いた純移動数に関しては基本的にはマイ

ナスの値であるが、プラスとなる年もある。 

図 1.2.1-17 にある 2018 年の茨城県内の年齢

別の社会移動をみると、10 代後半から 20 代前

半までの転入が超過している。これらの転入理

由はかすみがうら市や石岡市など周辺の市の

人々が市内の大学やその他の教育機関への進

学、就職するからであることが考えられる。一

方で、9 歳以下の子供と 30 歳代前半の人々の転

図 1.2.1-12,13 男女別の平均初婚年齢 図 1.2.1-14,15 年代別の未婚率 

図 1.2.1-18 土浦市と茨城県外の社会移動数図 1.2.1-17 土浦市と茨城県内の社会移動

数 

図 1.2.1-16 社会動態（転出・転入）の推移 
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出が多いのは、出産を機に近隣市町村へマイホーム等を購入し、世帯単位で転出する人が多いこ

とが推測される。 

そして図 1.2.1-18 にある 2018 年の茨城県外への年齢別の社会移動の様子をみると、20 代の

人々の東京圏への転出が大きく目立っている。これは市内の教育機関に在学していた人が卒業し、

東京圏内の企業への就職を機に転出することが多いこと等が考えられる。30 代 40 代も同様な理

由で転出が多いことが考えられる。一方で、60 代以上の人々は彼らとは異なり、東京圏から転入

してきている人の方が多くなっている。これは定年等による退職を機に移住する等の理由で土浦

市に引っ越す人が多いことが想定される。このことを I ターンという。これらに対する住民の考

え方については、1.2.1_1-8 のアンケートの項目において後述する。 

昼夜間人口については、図 1.2.1-19 のように通勤や通学によって昼間に流入する人口が多いこ

とから、昼夜間人口比率は、図 1.2.1-20 のように 1975 年は一貫して 100％を超えている。また、

隣接 5 市町の直近の昼夜間人口比率については、つくば市 107.6％、牛久市 84.9％、石岡市 91.6％、

かすみがうら市 85.5％、阿見町 93.3％となっており、これに対し土浦市は 109.9％（2015）と高い

比率を示していることから，土浦市が周辺地域との関係、特に県南地域において拠点性を担って

いるといえる。 

通勤・通学圏についてみると、つくば市やか

すみがうら市から本市へ通勤・通学してくる方

が多く存在する一方、土浦市に常住する通勤・

通学者の多くは，つくば市や東京 23 区へ通っ

ている。市内への通勤・通学者と合わせて、住

民の通勤・通学行動面からは、つくば市との高

い一体性が確認できる。また、土浦駅から東京

駅までは、普通電車で約 70 分・特急列車で 45

分という距離、土浦市が東京の通勤・通学圏内

にあり土浦市のベッドタウンとしての役割を

持っていることがうかがえる。 

 

図 1.2.1-10 土浦市内への通勤・通学者 図 1.2.1-21 土浦市在住の通勤・通学者

図 1.2.1-19 土浦市の昼夜間人口の推移
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1.2.1_1.8 外国人登録者数の推移 

土浦市内における外国人登録者数は

2015 年以降増加傾向になっている。2019

年 3 月末の時点では 4093 人となっており

これは市の総人口の 2.9%を占めている。

2000年の時は総人口の 1.8%を占めていた

ことからその伸びは近年顕著であること

がわかる。国籍別でみた場合、アジア系や

ブラジルの人々が大半を占めている。 

今後も増加することが推測されることから、例えば生産年齢人口の減少に伴う若年層労働力の

確保が期待される。また、こういった外国人への対応として、外国人の労働環境や言語に関する

支援・外国人の住環境に関する支援（コミュニティ形成）が必要になると考えられる。また現在

のコロナによる環境の変化に対する外国人登録者への対応も求められると考えられる。 

1.2.1_1.9 将来人口推計 

 図 1.2.1-23,24は、将来人口推計をそれぞれ総人口・三区分年齢別のグラフで表したものである。

ここでのシミュレーションは今の状態のまま年数がたったという想定におけるデータである。こ

のグラフをみると、すでに人口減は始まっており、2055年には人口が 100,000 人を割ると予想さ

れている。年少人口は、緩やかな減少である一方、生産年齢人口の減少幅は大きく、増加中の老

年人口も 2040年頃を境に減少に転じるとみられている。土浦市には、この将来人口推計で示され

た数値をどのようにとらえるべきかという対応が求められる。具体的には人口減少に歯止めをか

けるか、それとも人口減少を受け入れたうえでの対応をするか、というものである。いずれにし

ても老年人口は増えることは予想されているため、高齢者が住みやすい環境づくりは必要とされ

る。 

図 1.2.1-22 土浦市の外国人登録者数の推移[4] 

図 1.2.1-24 年齢（3 区分）別の将来人口推計[4] 図 1.2.1-23 将来人口推計[4] 
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1. 1.2.1_1.10 アンケート 

以上の市の現状を踏まえて市民ニーズ等を

確認するために市は以下のようなアンケート

調査を行った。 

以下では、行ったアンケートの内容とそれらを

元にした土浦市の人口流入及び子育てに関す

る考察を述べている。 

 他市区町村への転出の多数の理由として生

活利便性の低さが挙げられている。また、2014

年と比較したときに、住宅価格や家賃の妥当性

についての理由での転出が増えており、一方

で、子育て支援策・まちのイメージについての

理由での転出が減っている。このことから、都

市交通整備が不十分であることと、それ故に住

む土地の価格が見合っていないと感じてしまうこ

とから転出してしまうと考えられる。 

 図 1.2.1-26 から見てとれるように、土浦市に転

入する第一の理由の多くが仕事や家庭の都合であ

り、土浦市のまちとしての魅力が転入理由として

あまり選ばれていないことがわかる。 

以下の図 1.2.1-27,28はどちらの回答も土浦市に

都市交通整備が十分あることを望んでおり、生活

の利便性の良さがどの人も住むまちとして第一に

求めている要素であるといえる。加えて子育て支

援や保健医療、高齢者福祉といった医療関係のこ

とや安全性、雇用も人々は求めていることがわか

図 1.2.1-25 他市区町村に住んだ理由について[4] 

対象：2018 年１月～12 月に土浦市より転出した 

18 歳以上の方 

図 1.2.1-26 土浦市への転入理由について[4] 

対象：2018 年１月～12 月に土浦市に転入した 

18 歳以上の方 

 

図 1.2.1-27 帰郷意向及び土浦市への人口流

入に関する考え方について[4] 

対象：2018 年１月～12 月に土浦市より転出した 

18 歳以上の方 

図 1.2.1-28 居住継続意向及び土浦市への人

口流入に関する考え方について[4] 

対象：2018 年１月～12 月に土浦市に転入した 

18 歳以上の方 



2020年度都市計画マスタープラン実習 2班「Stay with 土浦」 

 

12 

 

 

る。1.2.1_1.5 にて、生産年齢人口割合が減少していると述べたが、減少する理由には土浦市の生

活利便性が低下しており、他の市区町村に移住するほうが満足のできる生活が送れるのではない

かと人々が感じている背景があるからではないかと考えられる。 

1.2.1_2 財政 

1.2.1_2.1 見通し 

図 1.2.1-29は、一般財源基金の繰り

入れを除いた財政収支の平成 30年か

ら平成 40年にかけての見通しを表し

ている。平成 31 年度以降は、歳入面

では合併算定替の縮減等による地方

交付税の減、歳出面では高齢化の進

展に伴う扶助費の増や大規模事業実

施で発行した市債の償還に伴う公債

費の増などにより収支不足が増加

し、収支不足が 10億円を上回る状況

が続く見込みである。 

平成 30年度から平成 40年度まで

の累積収支不足額は 145.2 億円で、

昨年度に見込んだ平成 29 年度から

平成 39年度までの累積収支不足130

億円を上回る見込みとなり、継続的

な厳しい行財政改革が不可欠とい

える。 

また、財政見通しでは、収支不足

を全て一般財源基金で補填すると

仮定している。その結果、 

平成 36 年 度には一般財源基金が枯渇し、その後は解消困難な財源不足が生じる。 

 図 1.2.1-30 では、一般財源基金が枯渇する平成 36 年度以降の財源不足額を折れ線グラフで表

している。枯渇を回避するためには、毎年度 6.9億円以上の財源を捻出する必要がある。 

1.2.1_2.2 歳入 

令和元年度の一般会計歳入決算額は，543億 305万 4 千円である。内訳をみると、市税が 43％を

占めており、他に割合として大きいものは、国県支出金が 21％、市債が 11％、地方交付税が 7％

となっている。 
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図 1.2.1-29 財政収支の見通し 
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図 1.2.1-30 年度末基金残高の見通し 
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図 1.2.1-31より、土浦市の歳入は減少傾向にあるが、これは市債が大きく減少していることが要

因である。一方で、歳入の根幹である市税は増加傾向にある。市税の中で最も大きな割合を占め

る市民税に注目すると、一人当たりの個人市民税は大きく増加していることがわかる（図 1.2.1-

32）。しかし、これらは表 1.2.1-1 に示すような税制改正によるものであり、市民の負担は年々重

くなっている。 

 

表 1.2.1-1 土浦市における税制改正[7] 

2012年 16歳未満の扶養親族に対する扶養控除が廃止される。 

2017年 給与所得控除を適用できる給与の上限と控除額が引き下げられる。 

2019年 合計所得金額が 1,000万円を超える場合、配偶者控除が受けられなくなる。 

次に、土浦市の歳入を他市と比較して見ていく。比較対象としては、人口、産業構造、面積が土

浦市と類似している、千葉県印西市と木更津市を取り上げる（表 1.2.1-2）。図 33、34、35 はそれ

ぞれ土浦市、印西市、木更津市の令和元年度歳入内訳を示しており、市税を主とする自主財源の

割合が印西市と比較して土浦市と木更津市は低く、それを補うように、市債の割合が高くなって

いることがわかる。依存財源の割合が高いことは、行政活動の安定性と自立性が確保できていな

いと言える。 

表 1.2.1-2 土浦市の類似団体[8] 

 面積(㎢) 住基人口(人) 
人口 1万人当たり 

職員数(人) 

令和 2年度 

一般会計歳入予算（千円） 

土浦市 122.89 142862 63.21 50,680,000 

印西市 123.79 101299 61.70 39,630,000 

木更津市 138.95 135318 69.76 47,029,000 

 

 

⚫ 図 1.2.1-31 土浦市一般会計歳入の推移[5] 図 1.2.1-32 住民一人当たり個人市民税の推移[6] 
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図 1.2.1-34  

印西市令和元年度歳入内訳 

図 1.2.1-33  

土浦市令和元年度歳入内訳 

図 1.2.1-35  

木更津市令和元年度歳入内訳 
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1.2.1_2.3 歳出 

歳出目的別決算は、行政目的に着目した歳出の分類。地方公共団体の経費は、その行政目的に

よって、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、警察費、

教育費、公債費等に大別することができる。土浦市の歳出は、全体的に年々減少している傾向が

ある。 

歳出性質別決算は、経費の経済的性質に着目

した歳出の分類であり、義務的経費、投資的経

費及びその他の経費に大別できる。見通しとし

ては、学校給食センター再整備事業、市民会館

耐震補強及び大規模改造事業の完了により平

成 32 年度に 510 億円を下回るが、扶助費や公

債費の増加、老朽化した公共施設等の回収・更

新費などにより、その後も 500 億円から 510 億

円程度で推移する見込みである。 

民生費は、目的別歳出の一分類。地方公共団

体は、社会福祉の充実を図るため、児童、高齢

者、障害者等のための福祉施設の整備、運営、

生活保護の実施等の施策を行っており、これ

らの諸施策に要する経費。 

被保険者数の増加に伴う後期高齢者医療広

域連合納付金の増加などの後期高齢者医療の

増加や、高齢化の進展に伴う要介護・要支援認

定者の増加による保険給付費などの介護保険

の増加などが民生費の増加の原因である。 

また、平成 30年度から令和元年度にかけて

大幅に増加している。幼児教育・保育の無償化

による施設型給付費や私立保育園等整備費補助金の増などにより，対前年度比 14 億 5,370 万 6

図 1.2.1-36 歳出目的別決算推移 

 

図 1.2.1-37 歳出性質別決算推移 

 歳出性質別決算推移[6] 

 

図 1.2.1-38 民生費の推移 
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図 1.2.1-39 扶助費の推移 
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千円，7.8％の増となっている。 

扶助費は、性質別歳出の一分類で、社会保障制度の一環として地方公共団体が各種法令に基づ

いて実施する給付や、地方公共団体が単独で行っている各種扶助に係る経費。なお、扶助費には、

現金のみならず、物品の提供に要する経費も含まれる。グラフの土浦市の歳出に占める扶助費の

割合は、22.6％であり、歳出の約四分の一である。扶助費の総額は、年々増加しており、今後も障

害者自立支援給付費や保育園の施設型給付費などが今後も増加することが見込まれる。 

 次に、投資的経費についてで

ある。 

 投資的経費は、道路、橋りょ

う、公園、学校、公営住宅の建

設等社会資本の整備等に要す

る経費であり、普通建設事業

費、災害復旧事業費及び失業対

策事業費から構成される。 

土浦市第 6 次行財政改革大

綱によると、「土浦市公共施設

等総合管理計画」[13]を踏まえ、公共施設等の改修・更新費として、年間 35 億円を投資するものと

しており、平成 33 年からは 35 億円で一定とすると考えられている。「土浦市公共施設等総合管

理計画」では公共施設の改修・更新費を 49.8 億円とみこみ、30％縮減で 18.9 億円まで縮減すると

している。また、インフラ施設のうち道路・橋梁については 26.9 億円と見込んでおり、長寿命化

により、費用を 40％縮減し、16.1 億円と設定している。35 億円は公共施設が 18.9 億円とインフ

ラ施設の 16.1億円を合わせたものとなっている。 

 しかしこの見通しは妥当なのだろうか。本計画の対象施設である 214 施設を、今後 40 年間維

持管理・運営していくために必要な改修・更新費は、年平均額 49.8 億円と推計され、最近(平成 23

年度から平成 28 年度)5 年間平均の投資的経費が 16.5 億円であるのに対し、年間 33.3 億円の財源

が不足すると予測している。 

施設の保有量を 30％縮減し、長寿命化により施設更新時期を 80 年に引き伸ばした場合であって

も、9.3％の施設が財源不足から改修・更新できないという厳しい状況である。 

1.2.1_2.4 歳入・歳出における課題 

 歳入については、他市に比べて歳入に占める市債の割合が高い。また、市税は増加しているが、

税制改正によるもので、市民の負担は増加している。 

歳出については、民生費・扶助費が増加しているが、義務的なものであり削減は難しい。また、

投資的経費は減少しているが、計画通り 35億円まで削減できるかは疑問である。 

1.2.1_2.5 土浦市の取り組み 

 土浦市は第 6 次行財政改革大綱を発表している。これは 2018 年度 2 月に策定された第 8 次土

浦市総合計画を下支えする計画の 1つである。 

本大綱は総合計画を下支えする計画の一つであり、「行財政改革大綱」と「実施計画」で構成さ

れている。前者は行財政改革の方向性を定めたもので、後者は個別の取り組みを具現化している。
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推進期間は 2019 年度から 2023 年度までの 5 年間である。具体的な取り組みとしては、生活保護

者を対象にしたジェネリック医薬品使用の促進やネーミングライツ事業、橋梁長寿命化修繕事業

の推進、公営住宅等長寿命化計画の推進などがある。 

これらの計画について、第 5 次行財政改革大綱実施計画と比較すると、全て具体的な数値が示

されている。ただ、中には現実的な計画であるのか疑問であるものもあるため、確かめる必要が

あると考えられる。 

 

1.2.1.3 まとめ 

1.2.1.3.1 人口・財政の課題 

土浦市のみならず、全国的に少子高齢化、人口減少は避けられない課題であり、これを抑制す

るように対策を講じるのか、対応するような対策をとるのかといった、アプローチの仕方を考え

ていく必要があるといえる。土浦市では人口減少の一方で、一人世帯の数や、1.2.1_1.2 の年齢別

人口から 65 歳以上の老年人口の割合が増加していることがわかる。このことから今後子育てや

特に高齢者を主とした一人世帯への支援は欠かせなくなることが考えられる。市の財政にとって

は扶助費、人件費、公債費から構成される義務的経費の増加は、今後の少子高齢化に伴い避けら

れない費用となっている。 

 また、歳入・歳出ともに財政を圧迫しており、必要とされる経費を賄うことができるか厳しい

状況であるといえる。そのため、財政を立て直すための策が必要であるが、まずは持続可能な財

政運営の計画の妥当性について検証する必要があるだろう。 

 1.2.1_1.3より、中心市街地である土浦駅周辺の中学校区の人口が減少しており、40年ほどに渡

って中心市街地の人口の減少が続いていることがわかった。中心市街地の商業規模は縮小しつつ

あり、中心市街地の活性化に伴う再開発の事業が必要となってくると考えられる。中心市街地の

活性化を目指すため、土浦市では既存のストックを有効活用し、都市機能を集約することでコン

パクトな市街地の整備を行い、中心市街地の交流人口・居住人口を増やすことに取り組んでいる。

投資的経費は来年度以降削減された値での運用が予定されている。しかし、投資的経費の削減を

行ってしまうと、中心市街地の整備はあまり期待できず、人口を増やすことも難しくなるだろう。 

 ここでさらに、地区別人口の変動と、公共施設の配置との関係に着目したい。例えば人口が減

少している新治・都和中・六中地区において過度に公共施設が置かれていないかや、一方で人口

が増加している三中・五中地区において公共施設の不足が生じているところがないか、調査して

いきたい。そして、施設の統廃合や新規開発などの計画につなぎ、投資的経費の今後の適切な運

用について提言することができればいいのではないだろうか。 

1.2.1.3.2 新型コロナウイルスの影響を受けて 

以下が土浦市にヒアリングを希望している内容である。 

 

① 将来人口推計への影響 

新型コロナウイルスの影響で、テレワーク化が進むなど、勤務形態に変化が生じていると考

えられる。これにより、居住形態にも何らかの影響があると考えられるため、将来人口推計に

関しても変化がみられるようになるかもしれず、注視していく必要があるといえる。 
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② 生産年齢人口の流出の原因に関して 

1.5 より 20代後半を除く生産年齢人口の純移動数（＝転入数―転出数）が長年減少している

ことが見られた。これはつまり生産年齢人口に当てはまる多くの世代の人々が市街へ転出して

しまっていることを示している。一部の年代では純移動数が正、つまり転入している人が超過

している箇所も見られるため、社会移動が負となっている背景には何があるかを把握し、新型

コロナウイルスの影響によりそれがどう変化するかを予測する必要があると考えられる。 

③ 地方税財源の確保 

令和 2 年 9 月 24 日に原案が可決されている「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方

財政の急激な悪  化に対し地方税財源の確保を求める意見書について」の詳細及び現在の議

論の動きについて伺いたい。 

④ 第 9 次土浦市総合計画の詳細について 

令和 2 年 10 月 5 日に策定が決まっている。コロナ禍の影響により人口や財政に大きな影響

が出ていると考えられ、対する施策についても議論されていると思われる。どのような計画が

なされているのか伺いたい。 

 

 

 

1.2.2 交通・都市構造 

1.2.2_1 交通 

1.2.2_1.1 鉄道 

土浦市の鉄道は JR 常磐線が南北方向に通っており、荒

川沖駅、土浦駅、神⽴駅の 3駅がある。通勤ラッシュの問

題が深刻だった 1980 年代の常磐線混雑度は全国上位に並

ぶほどであったが、その混雑緩和を目的として TX が平成

17 年に開通した。その後、常磐線の利用経路が TX へシフ

トし、利用者数が分担されたため、平成 17 年から平成 22 年

にかけて利用者数が徐々に減少する傾向が見られた。平成

23年以降の利用者数は安定し、横ばい状態となる。平成 27

年に開通された上野東京ラインは、一部の電車を東京駅、品

川駅に直通させ、常磐線の便利性を向上させたと言われる

が、開通後の 4 年間の土浦市内 3駅の利用者数は開通以

前の横ばい状態から変化が見られなかった。このことか

ら、東京へのアクセス向上は鉄道の利用者数を増やして

ないことが分かる。市民アンケートから見ると、鉄道を

利用しない原因は「駅が遠い」や「便数が少ない」など

が上位に位置し、駅までの公共交通不足や車依存の深刻

化が鉄道利用者数の横ばいの原因だと考えられる。 

 

図 1.2.2-1 駅利用者数の推移

図 1.2.2-2 駅利用者数の推移 

(上野東京ライン開通後) 

図 1.2.2-3 路線バスの利用者数推移 
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1.2.2_1.2 路線バス 

土浦市のバス路線は JR 常磐線の 3駅を中心に広がる。バス

停の利用者数は土浦駅（西口）が最も多く、1 日あたり約 8000

人で、市全体の半分以上を占める。バス利用者数の推移を見る

と、中長期的に減少傾向にあり、市内路線及び広域路線は 20

年で 40系統以上廃止された。そのためバスの運行頻度の地域

差が大きくなり、1日 50 本以上の路線がある一方で、1日 10

本以下の路線もあることが課題として挙げられる。運行頻度

が低い地域でのバスの利便性が下がり、そういった地域での

住民がさらにバスを利用しなくなり、つまりバス利用率が低

くなることも発生している。このようなことから、バスの路線

廃止は悪循環に陥っていると考えられる。市民アンケートで

も路線バスが公共交通の中で一番不満が多

く、その理由は「便数が少ない」が圧倒的

に多かった。また、市民がバスで行きたい

施設はショッピングセンター、病院と市役

所が上位になるが、このような路線は少な

く、需要と供給が一致しないという現状がある。現在運行しているバス路線を見ると、人口が多

く、立地適正化計画の誘導区域になっている地域もバス停がカバーしていない地区が多くあるこ

とが分かる。2019 年開通した路線バス「千代田神立ライン」は神立駅と協同病院をつなぎ、神立

駅周辺で回遊し、駅周辺の公共交通不便を軽減させる可能性があると考えられるが、それに対し

て荒川沖駅付近はバスが不足し、公共交通不便地域が多い状況

である。また、人口が少ないが高齢者率が高い新治と北部地区

でもバスが少ないと見られる。一方、土浦駅周辺のバス停は多

く、バス路線も重複していることから非効率が発生しているこ

とが考えられる。また、他市とのつながりが弱いことも課題と

して挙げられる。運行頻度が 1 便/時以下の路線は、市内路線の

中は 20%で、広域路線の中は約 47%を占める。また、広域路線

には 1 日 1本の路線が 3 つあることから、広域での利便性が低

いと考えられる。 

 

1.2.2_1.3 自動車 

自動車の課題の一つ目渋滞である。常陸河川国道事務所の茨

城県の主要渋滞地区のデータを見ると土浦駅周辺に渋滞地区が 図 1.2.2-5 茨城県の主要渋滞地

表 1.2.2-1 バス停域圏のバス利用率 

図 1.2.2-4 公共交通不便地域の状況 
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集中していることがわかる。この原因として駅まで車で行く

市民が多いことが考えられる。また、朝晩のラッシュ時に高

架道路で交通混雑が発生している。課題の二つ目は交通事故

である。令和二年度の交通事故発生状況を見ると土浦市全域

で事故が発生していることがわかる。特に視界の悪いバイパ

スや狭い道路で多く発生している。課題の 3 つ目はネット

ワークの課題である。常磐自動車道を利用した通過交通の市

内流入減少や新治地区や周辺地区との広域交通連携などの課題がある。 

 

1.2.2_1.4 キララちゃんバス 

キララちゃんバスの課題は、市民の需要とバス路線のずれが考えられる。土浦市が地域公共交通

網形成計画作成の際に行った、市民が自宅や駅からバスで行きたい施設を尋ねたアンケート調査

の結果を見ると、ショッピングセンター、病院、市役所に行きたい市民が多いことがわかる。し

かし、土浦協同病院の移転もあり、キララちゃんバスのルートには、市民がバスで行きたい３つ

の施設の中で市役所しか含まれていない現状である。市民の需要とバス路線のずれが原因で、市

民がキララちゃんバスを利用する機会が減少する可能性が考えられる。 

1.2.2_1.5 乗り合いタクシー 

地域公共交通網形成計画に記載されている市民の公共交通に対するアンケート調査に注目した。

このアンケート調査は無作為に抽出された 15 歳以上の土浦市民 3000 人を対象としており、市民

の公共交通に対する意向を調査する目的で行われた。アンケートの回収率は 41.3%であった。こ

のアンケート調査の結果から、「利用方法がわからない」、「特にない」の二つが大きな割合を占め

ていることが判明した。このことから、利用方法がわからない市民が多い可能性がある、特にな

いと回答した市民が過半数を占めているという二つの課題が見えてきた。利用方法がわからない

市民が多いという課題の原因として利用対象者が 65 歳以上の高齢者であることが考えられる。

高齢者は若者に比べて情報収集が容易ではない。加えて、乗り合いタクシーは事前登録と利用直

前の電話予約が必要で、料金も地区によって異なるなど、利用方法が複雑であることも原因の一

つである。特にないと回答した市民が過半数を超えているという課題から二つの可能性が考えら

れる。一つ目は利用者の乗り合いタクシーへの関心が低いという可能性である。市民の乗り合い

タクシーの需要が低いことが予測される。二つ目はアンケート調査の対象に乗り合いタクシーを

利用しない世代も含まれているため、その世代が特にないと回答した可能性である。これはアン

ケート調査自体の問題だ。 

乗り合いタクシーの課題を掘り下げるにあたって土浦市地域公共交通活性化協議会の資料の調

図 1.2.2-8 乗り合いタクシーが利用しにくいと思う理由図 1.2.2-7 駅や自宅からバスで行きたい施設 

図 1.2.2-6 2020 年交通事故発生状
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査も行なった。この協議会は利用者や自治体、専門家が公共交通の在り方について協議すること

を目的としている。この資料から見えてきた課題を列挙する。便数が少なく、予約が取れない。

周りの利用者と行き先が合わないと利用が難しく融通が利かない。11 時から 13 時の間多くの利

用者が利用したい時間帯が運転手のお昼休みとなっていて不便である。市内全域を 5 台の車両で

カバーしている現状。これらの課題が見えてきた。 

以上より補助的交通の課題としては、一つ目は利用者減少の課題である。キララちゃんバス、乗

り合いタクシーともに平成 27 年度に利用者の減少がみられる。この原因としてこの年の運賃の

引き上げが影響していると考えられる。乗り合いタクシーに関しては会員数は増加している。二

つ目は収支率の課題である。キララちゃんバスの収支率は 30%台、乗り合いタクシーの収支率は

50%台となっており、不足分を国や市の補助金で補填している現状である。採算があっておらず

財政を圧迫しているため大きな課題となっている。 

1.2.2_2 都市構造 

1.2.2_2.1 人口 

まず、図 15より、2015 年時点で土浦市の

夜間人口は常磐自動車道と常磐線に挟まれ

た内側の地域に集中しており、その一方で、

その外側では夜間人口があまりいないとい

うことが分かる。また、常磐自動車道と常磐

線に挟まれた内側の地域では南に行くにつ

れて夜間人口が増えているのではないかと

考えられる。これについては、表 1 より、二

中地区、一中地区、四中地区、三中地区と南

に進むにつれて人口が増えているため、中央

地区以南ではその傾向に当てはまっている

ことが分かる。それぞれの中学区の位置関係

については図１を参照。 

また、表 2 より、ここ 3年の中学区ごとの

前年比人口増減について調べたものが表3と

なる。土浦市全体ではおよそ 0.4%弱の割合

で人口減少が起きている。中学区ごとに見て

みると、人口が減少傾向であるのが、一中地

図 1.2.2-9 2015 年時の土浦市夜間人口[6] 

表 1.2.2-2 土浦市の中学区ごとの人口推移(4 月 1 日付) 

表 1.2.2-3 土浦市の中学区ごとの前年比人口増減 
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区、四中地区、都和中地区、六中地区、新治中地区、人口がほぼ横ばいであるのが、三中地区、

人口が増加傾向であるのが、二中地区、五中地区である。特に五中地区のおおつ野では、ニュー

タウンや共同病院などといった再開発により人口が増加していると考えられる。 

また、土浦市の高齢化については、図 16 より、人口が緩やかに減少する一方、65 歳以上の人

口が急速に増えていることから、高齢化率についても急速に伸びている。ただし、その伸び率に

ついては徐々に緩やかになっている。図 17 は高齢化率の分布と将来の推測を表している。この

図からは、一部、おおつ野地区等を除いて、高速道路と常磐線の外側で、より高齢化率が高い傾

向になると推測されていることが分かる。 

1.2.2_2.2 施設 

1.2.2_2.2_1福祉施設 

図 18 の緑の部分は土浦

市周辺の高齢者福祉施設

の 1km の利用圏域であ

る。また、赤枠内は市街化

区域を表している。神立

駅の南西、そして、荒川沖

駅の北東に、市街化区域

にも関わらず 1km利用圏

域外の場所があることが

分かる。また、常磐自動車

道と常磐線の外側は高齢

者福祉施設の数が少な

い。この地域では人口が

少ないと既に述べたため、矛盾はないが、新治地区で進む高齢化に対応しているかの検討が必要

である。 

図 1.2.2-10 土浦市の高齢化について 

図 1.2.2-11 土浦市の高齢化率の分布と将来の推測 

図 1.2.2-12 土浦市の高齢者福祉 図 1.2.2-13 土浦市の医療施設の分

布[9] 
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1.2.2_2.2_2 病院 

図 19 の緑の部分は土浦市周辺の医療施設からの徒歩圏域(800m)である。また、赤丸内が病院か

らの徒歩圏域となっている。市街地区域から病院が遠いのは、神立駅周辺と新治の藤沢市街地で

ある。病院が近くにないことは病院までの移動の負担が高くなるだけでなく、救急車の到着まで

の時間もかかってしまう。新治地区については、市街化区域近くに医療施設がない場所もある。 

1.2.2_2.2_3 商業施設 

図 20 の赤の円がスーパー・ドラッグストア・ホームセンター、青の円がコンビニからのそれぞれ

の徒歩圏域(800m)を表している。ここでも、新治地区の立地的な不便さが際立っていることが分

かる。藤沢市街地から一番近いドラッグストアまで距離があり、スーパーについてはより遠い。

おおつ野地区についても再開発により人口が増加しつつある一方で、図 12 内ではスーパーが 1

つと少ないが、平成 28 年に土浦共同病院の隣にスーパーまるもが新しくオープンした。 

1.2.2_2.3 商業 

市内の大規模小売店舗は中心市街地の他、JR 荒川沖駅周

辺、神立駅周辺といった JR 常磐線沿いや IC付近に立地し

ている。また、再開発地区のおおつ野地区にもみられる。

市外の商業施設として隣のつくば市の商業施設立地に注目

すると、「イオンモールつくば」「イーアスつくば」「Biviつ

くば」等の大型商業複合施設の出店が平成 20 年以降続い

ている。特に、研究学園エリアやつくばエクスプレスつく

ば駅周辺には多数の商業施設が集中している。 

 

 

 

1.2.2_2.4 中心市街地 

1.2.2_2.4_1 空き店舗の増加 

 

中心市街地の商店街では 80 店舗近くの空き店舗があり、特に「モール 505」で深刻な状況にあ

る。ただし、近年では「中心市街地開業支援事業」として新規開業費用の経済的支援を行ってい

る効果もあってか、空き店舗の増加に歯止めがかかっている状況である。 

 

 

図 1.2.2-14 土浦市の商業施設
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1.2.2_2.4_2 商業機能の低下 

市内における商店数、従業員数、売り場面積、年間販売

額の中心市街地シェアは、いずれも低下しており、中心

市街地の商業機能低下が深刻である。 

 

1.2.2_2.4_3 中心市街地の人口減少、居住地域の変化 

昭和 55 年と比べ土浦市総人口は増加しているのに対

し、中心市街地人口は減少している。つまり、中心市街

地人口割合が減少しており、中心市街地から市内の他地

域への人口流出、居住地域の変化が起こっている。以上

のことから、「市内の他地域や周辺都市と比較して、商

業魅力度低下による中心市街地の空洞化」が課題であ

る。「中心市街地活性化に関するアンケート」によると、

中心市街地における購買の利便性に関する市民の評価

が低いことや、市民が中心市街地に必要なものとして

「商業施設の充実」を求めていた。これらのアンケート

結果から、中心市街地における商業機能の充実は重要であり、それが中心市街地の魅力を上げる、

ものだと考えた。 

 

1.2.2_3 まとめ 

1.交通、2.都市構造の現状と課題を踏まえ、中心地区と

郊外に医療施設や商業施設をはじめとした格差が存在

するのに対して、交通ネットワークがその格差を解消

できていないという全体としての課題が見えてくる。

高齢者に注目すると、高齢者施設までは車での送迎が

一般的に行われるが、一方で、予定されている交通手

段がないような、病院や商業施設への道のりを公共交

通がカバーできていない状況である。また、市民が希

望しているバス路線や施設が整備されておらず、公共

交通サービスと都市機能について市政が市民のニーズ

に対応できていないという課題も考えられる。 

 

 

図 1.2.2-15 土浦市の大規模小売店舗の立地状

図 1.2.2-16 つくば市の商業施設の立地状況 

表 1.2.2-3 土浦市の人口・中心市街地割合の推移 
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1.2.3 住環境 

1.2.3_1【背景】 

土浦市の住環境を考える上で、客観的な指標をなるべく重視

した網羅的な課題整理を行うことを方針とした。客観的指標

は浅見泰司著の「住環境 評価方法と理論」から住環境評価指

標である利便性、安全性、保健性、快適性、持続可能性の 5項

目で住環境を大別し、考えることとする。また、様々なスケー

ルで考えることによって網羅的な課題検討を行うことする。

具体的には土浦駅、神立駅、荒川沖駅周辺地区と新治地区の地

域生活圏と呼ばれる区分だけでなく、公共公益施設の中学校

を中心とした地域生活拠点による区分と、それより更にミク

ロな視点である徒歩圏という大小さまざまなスケールから住

環境の課題整理を行う。(図 1.2.3-1 地域区分) 

 

図 1.2.3-1 地域区分 

図 1.2.2-17 中心市街地空き店舗数の推移 

図 1.2.2-19 中心市街地の商業機能低下 

図 1.2.2-18 商店街(会)別の空き店舗の推移 
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1.2.3_2【利便性】 

立地適正化計画より利便施設(誘導施設候補)から施設の検討を行った。また、都市構造の評価に

関するハンドブックより、土浦市は高齢化が進んでいるので、高齢者の一般的な徒歩圏である

500m を各利便施設の徒歩圏カバー距離とし、バス停は 300m、駅は 800m とした。これと 500mメ

ッシュ別人口データと土地利用(居住誘導区域などを)組み合わせて施設の利便性に関する評価、

課題整理を行う。 

 

1.2.3_2.1 公共交通 

北部の新治中、都和地区、三中地区は徒歩圏の公共交通のアクセスが

悪いことが分かる（図 1.2.3-2 駅・バス停の配置）。ここにはきらら

ちゃんバスも運行しておらず、乗り合いタクシーのみしか公共交通

のアクセスがないことから、バス停の配置には課題があると考える。 

 

1.2.3_2.2 駅周辺 

公共交通に関連して、立地適正化計画により駅周辺 800m圏内を徒歩

圏とし、土浦駅・荒川沖駅・神立駅それぞれの周辺の利便性に関して

は土浦市バリアフリー特定事業整備計画などを中心に考える。 

土浦駅周辺は他の 2 駅に比べて整備は進んでいるが歩道の整備が行

き届いていない部分が多く残っており、西口には高層マンションが建

設され、駅前整備が行われているが、高層マンションと古い低層家屋

が混在し、日当たりや利便性に問題のある老朽化した建物があること

は住環境上問題であると考える。次に荒川沖駅周辺だが、全体的に歩

道の整備が進んでおらず、小学校付近の歩道も危険な状態となってい

る。 最後に神立駅周辺は都市計画道路である真鍋神立線の着工が遅

れている。平成 27～32 年度に実施予定であったが、都市計画道路の

整備には用地買収や居住者の移転も伴うことから計画が滞っている

のが現状である。神立駅西口地区土地区画整理事業や周辺の関連する

事業の整備状況をみながら、整備手法・整備時期を検討する、として

おり平成 32 年度から計画を始める予定である。歩道の整備が計画段

階の部分もあり、生活でよく使われる道路の整備も十分されていないことは課題である。 

 

1.2.3_2.3 コンビニ 

都和中、五中地区の神立町、木田余地区は人口が比較的多く、居住誘導区域に指定されているに

も関わらずコンビニが少ない地区となっていることが分かる（図 1.2.3-3 コンビニの配置）。コン

ビニは徒歩圏にあることが防犯上の観点からも望ましい場合が多いが、経営側の立場に立った場

合、収益などを考慮すると立地を見直すことは難しいと考える。 

 

 

図 1.2.3-2 駅・バス停の配置 

図 1.2.3-3 コンビニの配置 
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1.2.3_2.4 商業施設(スーパーマーケット、ドラッグストア) 

居住誘導区域に指定されてい

る新治藤沢地区、北部五中地

区のおおつの地区、三中地区

に日用品を扱う施設が少ない

ことが分かる。徒歩圏に商業

施設が限られていること、南

部の商業施設の少なさは課題

であるが、三中地区西側には

隣接するつくば市のイオンモ

ールつくばがあることや、六

中地区の東側の阿見市の商業

施設へのアクセスを考慮すると、住民が不便を感じている可能性は低いと考える。一方で公共交

通と商業施設の配置について確認すると、徒歩圏に三中地区は交通網、施設数共に少ないため、

これは課題であると考える。 

 

1.2.3_2.5 医療機関 

総合病院ではなく、頻繁に利用する診

療所(内科)を調査した。徒歩圏を概ねカ

バーできているが、二中、四中地区の徒

歩圏に内科が少ないことが分かる。公

共交通での移動も考慮すると課題であ

る可能性は低くなると考える。 

 

 

 

 

1.2.3_2.6 金融機関(銀行・信用金庫・JA・郵便局) 

南部、神立駅南西の都和中地区、おお

つの地区がカバーできていないこと

が分かる。南部やおおつの地区は施

設数自体が少なく、地域生活圏とし

ての利便性が低くなっていることは

課題である。 

 

1.2.3_2.7 公民館・集会所 

おおつの地区に公民館が一軒もない

ことや、都和中地区に集会施設が少

図 1.2.3-7 医療機関×公共交通 図 1.2.3-6 医療機関の配置 

図 1.2.3-8 金融機関の配置 図 1.2.3-9 公民館・集会所 

図 1.2.3-4 商業施設の配置 図 1.2.3-5 商業施設×公共交通 
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ないことが分かる。また、新治地区の住民の数に対する集会所の数が多いことは供給過多となっ

ている可能性があるため、再配置や統合を検討する必要がある。 

 

1.2.3_2.8 福祉施設 

1.2.3_2.9 保育所 

土浦駅、神立駅周辺は保育施設の利便性が高くなっている。一方、五中地区の神立町や南部地区

は十分にカバーできていない現状がある（図 1.2.3-10 保育施設の配置）。 

・高齢者福祉施設（図 1.2.3-11 高齢者施設の配置） 

通所介護、訪問介護、小規模多機能施設、新治中地区や都和中地区は施設数が少ないことが分か

る。また、二中地区に位置する木田余地区は市街化区域であるが高齢者福祉施設利用圏外となっ

ているエリアであり、利便性が低くなっていると考えられる。南部もカバーはされているが、施

設数自体が少ないことが分かる。 

1.2.3_3【安全性】 

・防犯性 

総合計画の成果指標のうち 2 項目は目標値が達成されており、防犯環境の改善が認められる（表

1）。確認された。（防犯環境に対する満足度と防犯教室の受講者数についてのデータは総合計画以

降公開されていなかった。） 

しかし、安心・安全メールの登録件数の情報は、防犯意識の高まりの裏に、防犯に対する不安も

あるのではないかと考えられる。 

表 1.2.3-3 土浦市第 8 次総合計画における防犯性についての評価指標と達成状況 

成果指標 H30 H31 達成状況 

刑法犯認知件数 2,003 件  （現

状値以下） 

1,430件 〇 

安心・安全メール

の登録件数 

4,066 件（6,000

件） 

7,799件 ◎ 

※（）内は目標値 

図 1.2.3-11 高齢者福祉施設の配置 図 1.2.3-10 保育所の施設配置 
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図 1.2.3-12は、平成 31 年度の刑法犯認知件数が 30 件以上の地区に色付けをしたものである。 

上高津地区が 89 件と一番多発しており、次いで真鍋、大和町が多発地域となっている。土浦市で

は防犯活動として以下のような活動が行われている。 

・「まちばん」…警察官 OB による防犯パトロール活動や立番を行っている。神立、荒川沖で主に

活動。 

・青色パトロール…自車に青色回転灯を装着する許可を持った総勢 50 台が活動しており、パト

ロールの他に、学校での防犯講習やイベントなどに参加している。 

・民間防犯パトロール隊…荒川沖西、桜ケ丘、烏山地区をはじめとして、土浦市で確認できる限

りでは 6団体が民間防犯パトロールを行っている。 

以上の他にも、防犯教室やイベントの実施、防犯カメラの設置などを行っている。 

しかし、色の付いた地域では行われておら

ず、最も多い上高津地区をはじめ、いくつ

かの刑法犯多発地区では行政による防犯の

取り組みが行われていない状況である。 

また、犯罪発生と昼間人口、夜間人口、土地

利用を地区別に比較することによって、犯

罪多発地区の特徴や対策が考えられると検

討したものの、土浦市の地区別夜間人口に

関する詳細なデータが見つからなかったた

め大まかな夜間人口と昼間人口、昼間人口

密度より考察を行ったところ、一番多発し

ている上高津地域では、昼間人口密度が極

端に小さく、さらに夜間人口が大変少ないという側面が見られた。 

それに次ぐ真鍋、大和町は昼間人口も多いが、夜間人口の方が多いという傾向が見られた。 

また、真鍋地区、大和町地区には交番が設置してあり、上高津地区と人口要素の似た並木、神立

町には、それぞれ行政交番、「まちばん」が設置してある。 

ここで課題となってくるのは上高津町の防犯対策の薄さである。 

上高津地区の特徴としてイオンモールがあり、それにより昼間人口が多くなっていると考えられ

る。 

しかし、それ以外の場所は主に住宅地であり街灯が少なく、東西に走っている土浦坂東線に街灯

が確認されなかった。 

また、市内で犯罪発生件数の多い 5地域について google street view で確認したところ、最多発の

3 地域については街灯が少なく、上高津と真鍋では住宅と林が混在しており、大和町では老朽化

した雑居ビル、飲食店、住宅が混在している現状である。 

 

・交通安全性 

土浦市の交通事故発生状況について、平成 31 年度では発生件数が県内 3 位の 491 件であり、発

生率は 0.35％である。また、犯罪発生率について年々現状しているものの、他の地域と比べると

図 1.2.3-12 刑法犯認知件数が 30 件を超える地域と対策  

（平成 31 年度） 
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まだ高い水準にあると言える。   

そこで、いばらきデジタルマップより、交通事故発生場所の考察を行ったところ、国道 6 号線、

国道 125 号線での発生件数が多く見受けられた。 

国道 6号線での交通事故について、中貫バイパス入り口での車両相互事故が多く、他の道路と違

い車線切り替え等の理由からか市の北部では地図上では何も見られない場所での車両相互事故

が起こっていた。 

国道 125 号線での交通事故について、都和小南の交差点が他より多くの車両相互の事故が発生し

ていた。大きな交差点かつ高速の乗り降り口付近であることなどが考えられる。 

また、若松町交差点（354 号線との交差点）で車両相互の事故が多く起こっていた。 

中村陸橋付近での事故が頻発し、車線合流や信号などで車両相互の事故が多くなっている。 

以上より、国道での交通事故についてまとめると、車両相互で大きな通りの交差点では少し人対

車両の事故が発生していた。交差点プラスアルファで高速出入口、交差点の連続等があると、事

故が起こりやすいと考えられる。 

時間帯としては意外なことに昼が多く、人対車両は夕方から夜にかけて数件見受けられた。 

また、生活道路での交通事故多発地域として、土浦駅東地区(図 1.2.3-13, 1.2.3-14)と東崎町～木田

余にかけての国体道路(図 1.2.3-15, 1.2.3-16)が挙げられる。 

それぞれの問題として、土浦駅東側地区では、駅前のため交通量が多いが、人対車両の事故や交

差点での事故が多く見られ、ガードレールの未整備や交差点の見晴らしの悪さが課題といえる。 

 

東崎町～木田余にかけての国体道路では商業

施設が多く立ち並び交通量が多いが、ガードレ

ールの未整備や大規模なT字路でも信号が整備

されていないなどの課題がある。 

 

・空き家 

図 1.2.3-14 図 1.2.3-13 の航空写真 図 1.2.3-13 土浦駅東側の交通事故発生状況 

図 1.2.3-16 図 1.2.3-15 の航空写真 
図 1.2.3-15 東崎町～木田余の国体道路 

での交通事故発生状況 
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図 1.2.3-17 は地土浦市の空き家、全国の空き

家率、茨城県の空き家率の推移を示したもの

である。土浦市の空き家率が全国、茨城県の

空き家率よりも高いことや、空き家の種類の

なかで問題視されている、「居住世帯が長期

にわたって不在の住宅や住宅の建て替えの

ために取り壊す予定となっている住宅」を表

す「その他空き家率」が増加傾向にあり、全

国のその他空き家率の増加率よりも大きい値

となっている。 

次に、住環境に悪影響を与える管理不全空き

家について土浦市が行った実態調査をもとに

地区別に整理した。表 1.2.3-2 の世帯数は地区

別の住宅数の代替の指標として扱う。 

この表から一中、四中、新治地区において管理

不全空き家が多いことがわかる。  

次に、管理不全空き家が与える影響について

整理する。  

管理不全空き家の存在は、防犯性の低下、防災

性の低下、衛生の悪化や悪臭の発生、景観の悪

化を招く。すなわち、住環境指標における「安全性」「保険性」「快適性」「持続可能性」にまたが

る問題であり、適正管理や発生の抑制などの対策が必要である。  

次に、土浦市で行われている空き家の具体的な取組みを整理する。土浦市は「土浦市空家等対策

計画」において、管理不全空き家の適正管理、発生抑制、利活用の推進という 3つの目的に基づ

いて対策をしており、現在は「土浦市空家等対策の推進に関する条例の施行」「空き家譲渡所得の

3000万円特別控除」「マイホーム借上制度」の取組みを実施しており、3 つの目的に沿って網羅的

に行われている。 しかし、土浦市は空き家率において全国、茨城県よりも高いことやその他空き

家率が増加しているという現状である。 実際に全国各地で多くの自治体が運営している「空き家

バンク」に、現在、土浦市の物件は登録されていない。加えて、上述した「マイホーム借上制度」

は企業の取り組みを土浦市の HP 上で紹介しているだけであり、土浦市が主体となって行ってい

る取り組みは見受けられなかった。したがって、土浦市の取り組みは不十分であると言える。 

 

1.2.3_4【保健性】 

1.2.3_4.5 伝染病予防 

土浦市の令和元年度下水道普及率（表 1.2.3-3）は全国から見てもか

なり高い普及率を示している。また、汚水処理人口普及率（表 1.2.3-

4）も高い値を示している。今後は人口減少を想定した設備老朽化の

修繕や更新、適切な維持管理が必要であると考える。 

図 1.2.3-17 空き家推移 

表 1.2.3-4 地区ごとの管理不全空家 

表 1.2.3-5 下水道普及率 
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1.2.3_4.2 公害 

第 2 期土浦市環境基本計画より公害苦情件数から課題を考える。H20

年以降公害苦情件数は減少傾向にあるが悪臭の相談件数割合は例年

横ばいであり焼却臭の苦情が依然として多いことが原因であると考

える。これは地域住民一人一人のモラルであると考える。また、つく

ば千代田線の道路騒音被害や成田空港発着便の騒音被害も近年増加していることは課題である

と考える。 

 

1.2.3_5【快適性】 

1.2.3_5.1 公園 

快適性については開放性を考え、ゆとりある空間を生み出す公園に

着目した。緑地やオープンスペースだけでなく、健康促進、避難場

所としての機能も高い都市公園に注目する。土浦市の公園状況は都

市公園 51ヵ所、その他小公園 210 ヵ所の計 261 ヵ所となっている。

都市構造の評価に関するハンドブックより、都市公園の範囲距離は

統一指標である 500mを用いて考える。 

都市公園の徒歩圏人口カバー率(公園 500m 圏内の人口/市の総人口)

は表５のとおりである。土浦市は人口規模が小規模の都市よりもか

なり小さな割合となっている。また、都市公園一人当たりの面積（表 1.2.3-6）も土浦市は全国、

茨城県平均の約 3 分の 2 程度に留まっている。 

しかし、気軽にアクセスできる緑地のあるオープンスペースを考慮したとき、都市公園だけでな

く小規模公園にも着目した方がよいと考えたため、210 ヵ所の小規模公園も合わせた土浦市の一

人あたりの公園面積を考えると 9.7 ㎡であった。これは全国平均と同程度の面積である。これに

より、公園による開放性は保証されているが、都市公園のみに着目した場合、カバーしきれてい

ない現状があることは課題である。一方、里親公園制度などで制度対象外となっている公園が数

件あり、計画が止まっている常名総合運動公園もその一つである。この都和地区にある常名総合

運動公園は県南の総合運動公園の中心機能を持たせる計画となっている。しかし、約 30 年前か

ら計画地指定されているにも関わらず、管理が行き届いていないことや、2010 年時点で既に 78 

億円を投資していること、さらに買い取った土地の雑草の処理など維持管理にコストがかかって

いることが財政を圧迫している。さらに公園の隣に小学校があるにも関わらず、周辺に街灯も少

ないため安全面の課題もあると考える。 

 

1.2.3_6【まとめ】 

地区ごとに課題を整理する。水色が利便性、オレンジが安全性、緑が快適性の課題を示している。 

 

表 1.2.3-6 汚水処理人口普及率率 

表 1.2.3-8 都市公園一人当たりの面積 

表 1.2.3-7 都市公園の徒歩圏人口 



2020年度都市計画マスタープラン実習 2班「Stay with 土浦」 

 

32 

 

 

1.2.3_6.1 新治地区 

新治地区は居住誘導区域指定がなされている藤沢高岡地区（図 1.2.3-

18 ①）は徒歩圏にスーパーマーケットや、ドラッグストアが不足し

ていることが課題である。また、新治地区の北部（図 1.2.3-18 ②）に

は公共交通、医療施設の不足も見られるだけでなく、公民館・集会所

の施設数過多も考えられるため、再配置や統合を検討する必要があ

る。地区全体としてはさん・あぴお以外は徒歩圏の生活利便施設が少

なく、管理不全空き家率も高い現状があることは課題と考える。 

 

1.2.3_6.2 北部地区 

北部地区は都和中地区の居住誘導区域に公共交通の不足している

エリアがある。（図 1.2.3-19 ①）また、神立駅周辺の歩行環境の未整

備（図 1.2.3-19 ②）や、神立町の保育施設不足（図 1.2.3-19 ③）、は

課題であると考える。また、現在宅地開発を行っているおおつの地

区（図 1.2.3-19 ④）には全体的に生活利便施設が少ないことが分か

る。今後も人口が増加すると予想される地区のため、生活利便施設

を宅地開発に伴い誘致する必要がある。さらに都和小学校近くにあ

る常名運動公園の未整備（図 1.2.3-19 ⑦）による財政の圧迫、安全

面の問題は課題であると考える。防犯性の面からは国道 6 号線にて

車線切り替え等の理由からか車両相互の事故が頻発（図 1.2.3-19 

⑤）しており、高速の乗り降り口付近では大きな交差点とも近い理

由からか車両相互事故が多発していた。 

 

1.2.3_6.3 中央地区 

二中地区や四中地区の居住誘導区域内で徒歩

圏内に医療施設が立地していない場所がある

が、公共交通での移動を考慮すると概ねカバ

ーされている状況がある。一方で、土浦駅周辺

の歩行環境が未整備であること（図 1.2.3-20 

①）や、中央の二中地区に位置する木田余地区

が高齢者福祉施設へのアクセスが悪いこと

（図 1.2.3-20 ②）は課題と考える。 

防犯面では再多発地域の上高津地区（図 1.2.3-

20 ③）において、イオンモール以外の場所は

主に住宅地であり街灯が少なく、東西に走っ

ている土浦坂東線に街灯が確認されなかっ

た。 

上高津地区に次いで犯罪発生件数の多い真鍋地区（図 1.2.3-20 ④）と大和町地区（図 1.2.3-20 ⑤）

図 1.2.3-18 新治 

図 1.2.3-20 中央 

図 1.2.3-19 北部 



2020年度都市計画マスタープラン実習 2班「Stay with 土浦」 

 

33 

 

 

で犯罪発生率が高く、街灯が少ないことも課題である。また、小松地区（図 1.2.3-20 ⑥）におい

て犯罪発生件数が高いものの、対策が取られていない。 

交通安全性に関しては、土浦駅東口（図 1.2.3-20 ⑤）を南北に延びる道路沿いと、東崎町から木

田余にかけて伸びる国体道路（図 1.2.3-20 ④）で交差点での事故が多発しており、土浦駅東側は

交差点の曲がり角に植栽があり見晴らしが悪く、国体道路では大規模な T 字路にも関わらず信号

の未整備が課題であるといえる。土浦駅西側では国道３５４号線にて下高津から千束町にかけて

事故が頻発している（1.2.3-図 20 ④）ほか、駅前という立地からか全体として事故の件数が多か

った。地区全体の課題として管理不全空き家率が高いことも課題と言える。 

 

1.2.3_6.4 南部地区 

三中地区南部は多くの利便施設不足が確認され

たが、特に公共交通、商業施設の不足（図 1.2.3-

21 ①）が目立つ。また、荒川沖駅の歩行環境が

未整備であること（図 1.2.3-21 ②）、高齢者福祉

施設、金融機関の施設数が少ないこと（図 1.2.3-

21 ③）は利便性に影響していると考える。中村

南地区（図 1.2.3-21 ④）において、犯罪発生件数

が高いが対策があまりされていないことが課題

として考えられる。交通安全性に関しては国道６

号線上で車両相互事故が頻発（図 1.2.3-21 ⑤）し

ており、片側２車線道路での車線切り替え時の事

故などが考えられる。 

  

図 1.2.3-21 南部 
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1.2.4 産業振興・観光 

1.2.4_1 観光 

1.2.4_1.1 観光客数 

土浦市の年間観光客数は，2013 年度以降増加

傾向にあり，2018 年度には約 170 万人を超え

て過去 10 年で最多を記録した。しかし、この

観光客数の約 6割は土浦全国花火競技大会をは

じめとするイベントによるものとなっており、

宿泊客数は観光客数の 7％前後程度を維持し続

けていることから土浦では日帰り型、通過型の

観光パターンが主流となっていると言える。(右

図参照)  

土浦において滞在型観光客が少ないことは土浦

観光基本計画でも弱みとして取り上げられている。しかし、現在の土浦ではいきなり滞在型観光

を目指した政策にシフトすることは難しいと思われる。そこで私達の班ではこれを現状としてと

らえ、あくまで通過型観光が主流であることを踏まえながら課題について議論していく。 

 

1.2.4_1.2 歴史的まちづくりの現状と課題 

土浦市内の歴史的資源は快適に散策できるよう整備されており、中城通りの整備では茨城県に

よるまちづくりの表彰である「まちづくりグリーンリボン賞」を過去に 3回も受賞している。

そのため土浦市の観光基本計画には「中城通りをまちの観光の中心に位置づける」とあり、土

浦市も力を入れている事がわかる。 

しかし、土浦市が市外の観光客に対してとったアンケート結果によると土浦市内の歴史的町並

みの魅力度は 5点満点で 4.2 点と高くなっているが、認知度が 4％程度とかなり低くなってい

る。そのため現状では観光の中心に位置づけることに成功していないのではないかと考えられ

る。そもそも歴史的街並みは例えば埼玉県の川越や岡山県の倉敷など土浦の他にも全国にあ

り、魅力的な歴史的街並みによって観光客を呼び込むことに成功しているところも多くある。

土浦で歴史的まちづくりの観光に力を入れても、他所の魅力的な観光地に敵わないことが予想

される。 

今後の土浦市の観光の魅力づくりにおいては歴史的まちづくりを全面的に押し出していくので

はなく、街の魅力の一つとして、例えばサイクリングなど他のものと絡めていくようにしてい

く必要があるのではないかと考える。ただし、仮にサイクリングを活用する場合、りんりんロ

ードと土浦駅からは離れた場所に位置しているのでさらなる工夫が必要である。 

 

1.2.4_1.3 サイクリングの現状と課題 

1.2.4_1.3.1 導入 

第 2 次土浦市観光基本計画（平成 31 年 3 月策定）では「重点施策の一つを「サイクルツーリ

図 1.2.4-1 観光客数と宿泊者数の推移 
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ズムの推進とその拠点機能の強化」とし、国内外の自転車愛好家だけでなく、健康志向の大人

や子供、市民などをターゲットに、「つくば霞ヶ浦りんりんロード」や拠点施設を中心としたサ

イクルツーリズムの輪を広げるとともにその環境向上に取り組み、サイクルツーリズムの拠点

都市としての個性を打ち出し、関連産業も含め地域の活性化を図る」としている。 

また、土浦市は令和２年に自転車施策の最上位計画である「土浦市自転車のまちづくり構想を

策定した。これは国が平成 29年に施行した「自転車活用推進法」を受けて作成されたものであ

る。 

土浦市には平成 28年 11 月に「つくば霞ヶ浦りんりんロード」が開通するとともに、サイクリ

ング拠点施設として、平成 30 年には土浦駅ビル内に「りんりんスクエア土浦」、平成 31年には

「りんりんポート土浦」が開業するなど、自転車利用環境の整備が着実に進んでいる。 

また、令和元年 11 月には「つくば霞ヶ浦りんりんロード」が、国が創設した「ナショナルサ

イクルルート」に指定された。ナショナルサイクルルートとは 2019年に導入された「日本を代

表し、世界に誇りうるサイクリングルート』を認定する制度であり、現時点では「つくば霞ヶ

浦りんりんロード」の他、滋賀県の「ビワイチ」、広島県の「しまなみ海道サイクリングロー

ド」が認定されている。 

 

1.2.4_1.3.2 レンタサイクル 

土浦市の主なレンタサイクルには市内の

「まちかど蔵」での貸し出しと、広域レンタ

サイクル事業がある。「まちかど蔵」でのレ

ンタルサイクルは土浦市観光協会が実施し

ていて、シティサイクル、ジュニアサイク

ル、クロスバイクの合計 33 台を貸出可能台

数としている。広域レンタサイクル事業は

指定の 11 施設であれば、どの施設でも貸

出・返却可能なレンタサイクルである。茨城

県が中心となって実施している事業で周辺 9 市町が参加している。ロードバイク、クロスバイク、

E バイクなど合計 109 台を貸出可能台数としている。どちらのレンタサイクルの貸出量も年々増

加しているが、「まちかど蔵」のレンタサイクルは主に市内観光用に用いられる事が多く、貸し出

し台数の増加は緩やかである。一方で、広域レンタサイクル事業は 2016 年の開始以降急激な増加

を続けており、りんりんロードの開通に合わせて 2016 から 2017年には倍増している。県内の指

定の施設であればどこへでも返却できるのでりんりんロードで走るために利用した人が増えて

いるのではないだろうか。（図 1.2.4-2） 

 

1.2.4_1.3.3経済効果 

ここからは土浦を訪れるサイクリストが市にどのような経済的影響をもたらしているのかとい

う点に注目していく。 

以下の図は土浦市が市内を訪れたサイクリスト向けに行ったアンケートの結果である。 

図 1.2.4-2 レンタサイクル貸出数 
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このアンケートの結果をまとめる

と、りんりんロードを訪れるサイ

クリストはほとんどがリピーター

となっているが、土浦を出発点と

して他の地域へ向かうサイクリス

トが多いため彼らは土浦市内に少

ししか滞在せず、お土産も買わ

ず、消費金額も低くなっている。

土浦を訪れるサイクリストにとっ

て、現在の土浦はサイクリングの

スタート地点にしか過ぎないのではないだろうか。 

なお、このような「サイクリストの消費金額が低い」という問題は全国のサイクリングロード

でも生じており、同じナショナルサイクルルートである「ビワイチ」の場合、サイクリング上

級者の呼び込みに成功した結果、サイクリング自体を目的にしている人が多く集まり、地元の

飲食店ではなくコンビニやスーパーで食事を取るサイクリストが半数を超えてしまうという問

題が生じている。（土浦は飲食店利用者が半数となっている） 

また、土浦市はサイクリストの土浦市内飲食店利用を促すために、「つちうらサイクリスト優

待店」の登録を行っている。市内には、サイクリストがドリンクのサービスや商品の割引など

の優待サービスを受けられる店舗が 90 店舗ある。優待店をまとめたマップも用意されている

が、サイクリスト向けのアンケートによると、この優待店の認知度は約２割という低い値に留

まっているため現状では宣伝が不足しているのではないだろうか。 

 

1.2.4_1.3.4 サイクリングによる広域連携 

りんりんロードでは茨城県の定める「水郷筑波サイクリング環境整備事業総合計画」をもとにサ

イクリングロード沿線の施設の整備が市をまたいで行われている。 

土浦市は結城市，筑西市，桜川市と共に茨城県のサイクリング向け情報サイト「ちゃりさん

ぽ」というサイクリストに有用なサイクリングポータルサイトを運用している。「ちゃりさん

ぽ」にはこの 4市のサイクリングおすすめコースや観光スポット，飲食店，サイクルサポート

ステーションなど、サイクリングに役立つ情報が掲載されているほか、コースの検索などの機

能も備えている。 

 

1.2.4_1.4 観光情報発信 

土浦市内には魅力的な観光資源が多く存在すると観光基本計画内で触れられているが、以下の

グラフは土浦市が市外の人に対して行った調査の結果を示したもので、土浦の観光資源や特産

サイクリング目的での 

訪問回数 

５回以上来た 54% 

初めて来た 20% 

サイクルルート 土浦発 筑波山・霞ヶ浦方面行き 82% 

土浦市での滞在時間 

（休憩、昼食、宿泊を含む） 
1 時間未満 32% 

土浦のお土産の購入 お土産を購入していない 84% 

土浦市内での消費金額 1,000円未満 39% 

 
図 1.2.4-3 サイクリスト向けアンケート結果 
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品に関する認知度と魅力度を調査した

ものである。一番の認知度があったの

は霞ヶ浦であり、約 38％の知名度であ

る。それに対してサイクリングロード

やひたち秋そばといったものは認知度

が 5％以下となってしまっているが、こ

れらは魅力度が高く回答されており霞

ヶ浦よりも魅力的だと回答されてい

る。土浦には「魅力度」に見合う「認

知度」が得られていない地域資源が多

く存在しており、観光に関する情報発

信に問題があることが予想できる。 

 

1.2.4_1.4.1 特産品のブランディング 

土浦の特産品の認知度を向上させるため、土浦市では「土浦ブ

ランド」というブランディングを 2018年に開始した。このよう

な特産品のブランディングは全国の自治体で行われている。これ

に認定されると土浦ブランドのロゴ（右図）を利用可能になるほ

か、市のプロモーションやふるさと納税の返礼品としても活用さ

れることになっており、れんこんの加工品や霞ヶ浦で取れる魚の

加工品などの土浦らしい商品が 32種類認定されている。土浦市

ではこのブランドに認定された商品の販売会を行う PR 活動をお

こなっていて、東京で行われた土浦市の移住フェアでの販売も行

われたが、現状では土浦イオンの中など、土浦市内での販売が一

番多く行われている。このことから、土浦ブランドはいまだ市民

への普及を目指している状態であることが予想される。 

図 1.2.4-4 

市外者向けアンケート結果 

図 1.2.4-5 

土浦市ブランドロゴ 
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1.2.4_1.4.2. 土浦市の情報発信媒体 

ここからは土浦市の観光情報について発信する媒体につ

いて見ていく。HP や広報紙といったもののほか、Twitter

や Facebook、Instagramや YouTubeといった主要な SNS を

利用して情報発信を行っている。ここでは Twitter を例に上

げ、SNS での情報発信について注目してみる。土浦市の公

式アカウントは一つだけであり、このアカウントの中で観

光情報以外に市のお知らせや防災情報なども配信されてい

る。また、土浦市のツイートの中で多く目につくのが文字

と URL アドレスの 1 行のみを投稿するものであり、これ

は画像を添付したツイートよりも目立ちにくいものとなっ

ている（右図参照）。観光の情報が埋もれてしまいやすく

観覧者が観光情報を目にする機会も減ってしまうため、こ

うしたツイートの内容も観光情報の拡散に影響があると思

われる。自治体によっては観光情報を別のアカウントで行

う形式をとっているものもあり、さらなる改善の必要性があるといえる。 

次に観光情報を発信するウェブページについて見ていく。

土浦市のプロモーションサイトの中に「意外と〇〇！つち

うら」というものがある。これは市役所と市民が共同で土

浦の観光情報を発信していくもので、市民がレポーターと

なり記事を書けるようになっている。市内のお店の口コミ

を書いたり、市内の写真を投稿したり、お店がイベントの

案内を掲示したりといった主要なコミュニティサイトのよ

うな機能を持っている。ある程度の機能を揃えたプロモー

ションサイトとして作られた「意外と〇〇！つちうら」だ

が、現在あまり更新されていない。現在月に一度程度しか更新されておらず、40 人以上いる住

民レポーターの中の数人しか口コミなどの記事を書いていないのが現状である。お店や地域の

イベントの案内は定期的に掲示されているが、この更新頻度ではどれだけの人が見ているのか

はわからないため、このプロモーションサイトは十分に活用されているとは言えない。 

  

図 1.2.4-6 

「意外と〇〇！つちうら」 

のロゴ 

図 1.2.4-6 

土浦市公式 Twitter 
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1.2.4_2 商業 

1.2.4_2.1 土浦市の概要 

土浦市の商業の現状について、下の図 1.2.4-7 の通り、土浦市は「事業所数」「従事者数」「年間

商品販売額」の 3 つの項目において県内で 3番目に多い商業都市となっている。 

 

図 1.2.4-7 商業における茨城県内での土浦市の立ち位置 

そして下の図 1.2.4-8、図 1.2.4-9 はその 3 つの項目の経年変化を表したグラフであり、いずれの

項目でも 2012 年で一度減少しその後やや回復傾向にあることがわかる。年間商品販売額が 2012

年に一度減少しているのは、2008年のイーアスつくば、2009 年のあみプレミアム・アウトレット

モールなどの大型商業施設のオープンのほか、2008 年のリーマンショックなどが影響していると

考えられる。その後 2016 にかけて年間商品販売額が回復傾向にあるが、それは市外吸収人口の増

加と全国的な景気の変動が要因の一部だと考えられる。全国の景気動向指数は図 2-1-3 の通りで

あり、全国や土浦市における年間商品販売額の変化と概ね一致していることがわかる。 

図 1.2.4-8 土浦市の事務所数と従業員数の変化  図 1.2.4-9 土浦市の年間商品販売額の変化 

 

図 1.2.4-10景気動向指数の変化      図 1.2.4-11 全国の年間商品販売額の変化 
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土浦市の商圏の人口について、下の図 1.2.4-10、図 1.2.4-11 は土浦市の商業に関する吸収人口と

流出人口の経年変化を表したグラフである。このグラフにおける「市外吸収人口」は市外から土

浦市に買い物に来た人数、「市内吸収人口」は土浦市内で買い物をした土浦市民の数である。図

1.2.4-12 を見ると、2010 年から 2013 年の間に市外からの買い物客が大きく増加したことがわか

る。「茨城県生活行動圏調査 2013」によると、市外吸収人口の増加は「最近もしくはここ数年の

間に大型商業施設などが新規出店・増床しており、その影響が大きい」との記述があり、実際に

2012年にスーパースポーツゼビオドームつくば大通り店（5,703m2）が新規出店している。 

図 1.2.4-12土浦市の商業吸収人口の変化     図 1.2.4-13 土浦市の商業流出人口の変化 

 

1.2.4_2.2 土浦駅前について 

1.2.4_2.2.1 駅ビルについて 

土浦の駅ビルは、1983 年に「ウイング」の名前で開業した。1991年には年商 112 億円を記録す

るなど売り上げを伸ばしたが、2008年に閉館、翌年にイオンモールの運営する「ペルチ土浦」と

してリニューアルした。しかし、2016 年度の年商は 17 億円と厳しい状況が続いた。そこで従来

の駅ビルとは違う姿を模索し始め、2018年から自転車利用拠点として「プレイアトレ土浦」が開

業した。自転車の持ち込みが出来るカフェやホテルなどができ、観光のための施設としての面も

現れた。 

 

1.2.4_2.2.2 ウララについて 

再開発ビル「ウララ」は、イトーヨーカドーを核テナントとして 1997 年に開業した。しかし、

2013年にイトーヨーカドーが閉店すると、2014 年からの再開発によって土浦市役所の移転し、1

～4 階は庁舎として使われ、商業施設は地下一階のスーパーマーケットと、1・2 階に数店入って

いる物産センターや飲食店のみとなった。 

 

1.2.4_2.2.3. モール 505について 

モール 505 は 1985 年につくば万博に合わせてオープンした全長 505 メートルの商店街であり、

土浦駅から徒歩約 5 分の好立地で、飲食店や美容室、事務所などが入居している。また、映画や

ドラマ、ミュージックビデオの撮影などでも使われている人気の撮影スポットでもある。しかし、

好立地ゆえに家賃は高く、空き店舗が多くなっていて閑散としている。 

（万人） （万人） 
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1.2.4_2.3 土浦市中心市街地開業支援事業 

中心市街地活性化基本計画により定められた中心市街地エリア内の空き店舗に新規開業を希望

する者に対し、改装費もしくは家賃の一部を補助する取り組みが進められている。 

この事業では、平成 24 年の空き店舗数を基準値として平成 30 年までに空き店舗数を 35 まで減

らすことを目標にしていたが、実際は平成 30 年時点で空き店舗数は 69 となり、目標値・基準値

共に達成することが出来なかった。しかし、図 1.2.4-14 を見ると近年の空き店舗数は減少傾向に

転じていることがわかる。このことについて市は、「古い空き店舗が多く良好な物件が限られてい

るため制度利用者が伸び悩んだが、近年ではこの事業が認知されるようになって利用者も増加し

ており、新規出店・開業の後押しとなった」と述べている。 

また、図 1.2.4-15 の「中心市街地状況について 5 年前と比べてどのように感じているか」という

アンケートでは、他の項目と比較して「買い物や飲食」が悪くなったと答える人が圧倒的に多く

なっている。 

図 1.2.4-14 中心市街地空き店舗数      図 1.2.4-15 5 年前と比較した中心市街地の状況 

 

1.2.4_2.4 課題 

以上のことから、土浦市の商業に関する課題は、 

①駅前の空き店舗に出店しても、人通りが少なくて家賃も高く採算が取れないため、土浦市中心

市街地開発事業などの取り組みがあるにもかかわらず空き店舗が埋まらないこと 

②土浦駅前のウララやペルチ土浦などの商業施設が再開発により公共施設や観光客向けの施設

となったことで、中心市街地での「買い物や飲食」の満足度が低下したこと 

の 2 点である。 

①については、閉鎖店舗や空き家の増加に伴い犯罪が増加したり地域のコミュニティが立ち行か

なくなったりして中心市街地の居住人口の減少に拍車をかけてしまうという理由のため、空き店

舗の数を減らすことが重要だと考えた。 

②については、土浦市の立地適正化計画によると、『土浦駅周辺エリアには駅ビル及び駅前ビル以

外にスーパーマーケットは無く、駅東側の港町地区、駅西側の大町地区や大手町地区の一部はス

ーパーマーケットの徒歩圏外となっている』が、この後、ペルチ土浦もなくなったことで、スー

パーマーケットがもう一つなくなり、より買い物がしづらくなってしまっていることが影響して

いると考える。 

  

（軒） 
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1.2.4_3 工業 

1.2.4_3.1 概要 

1.2.4_3.1.1 土浦の工業の特徴 

土浦市は茨城県第 5 位の工業出荷額を誇る工業都市である。 土浦の工業の特徴としては、事業

者数は 150 前後と茨城県内で上位には入らないが工業従業員数は 6 位であることから、他地域の

工業形態と比較して大規模な企業が多く立地するようだ。 

1.2.4_3.1.2 工業の役割 

図 1.2.4-16 土浦市の市内総生産の内訳 

図 1.2.4-16 より製造業は市内総生産の 34 パーセントを占めていることがわかる。 加えて、工業

の 1 事業所あたりの従業員数は 92 人、および生産額は 4355 百万円である。商業の一事業所あた

り従業員数と生産額と比較しても、工業の事業所は大規模であると言える。このことから、製造

業から得られる法人税および固定資産税は市の財政状況に大きく影響すると考えられ、土浦市で

は工業を土浦の重要産業に位置付け産業振興として、企業誘致および、既存企業の体質改善、経

営支援をおこなうことで活力のあるまちづくりを目指している。  

  

1.2.4_3.2 土浦市の現状 

土浦市では工業を重要産業と位置づけ産業振興を行っているが、現在の土浦市における工業状

況について詳しく調査していきたい。 

1.2.4_3.2.1 工業団地 

財源の確保に重要な役割を担っているのが大規模企業の存在であり、それらの多くは土浦市に

ある 4つの工業地域に置かれる。それぞれの工業地域の特徴は以下の通りである。  

 

図 1.2.4-17工業地域の特徴 

 東筑波新治 
テクノパーク 

土浦北 
神立地区 

土浦おおつの 

ヒルズ 

面積 35.3ha 41.7ha 168.7ha 39.5ha 

立地企業 15社 12社 48社 4社 

分譲面積 完売 完売 完売 完売 

主要企業 
化学工業 

鉄鋼業 

金属企業 

一般機械企業 

食品加工 

金属加工 
食品加工 
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3 つの工業団地において分譲が完了しているが、4 地区の中で唯一 4 つの工業用地が未分譲の

土浦おおつのヒルズは、居住地域と近接し住環境が他地域と比較して質が高い。そのため、分

譲価格は 3.1 万円であり周辺のしもつま鯨工業団地の 2 万 2 千円、つくばハイテクパークいわい

の 2 万 5 千円と比較してやや高額である。  

1.2.4_3.2.2 近年の工業推移 

図 1.2.4-18 土浦市の工業推移 

図 1.2.4-18 より工業全体での衰退傾向は見られない。事業所数は年々減少しており、従業員数

はほぼ横ばいである。人口減少に伴う国内需要の減少や大企業の海外移転等の経営環境の変化

の影響を受け、小規模事業所が減少していると考えられる。 小規模事業所では従業員数、事業

所数共に減少傾向にあるが、それ以上に生産額の減少が過大だ。個人の能力や人柄、これまで

築きあげてきた経験とノウハウに経営が依存することが多い小規模事業所では経営者の高齢化

や跡取り問題により事業所の存続が困難な状況にあると考えられる。 

 

1.2.4_3.3 課題 

このような現状から土浦市の課題は以下の 3 つである。 

①企業誘致の余地や企業の将来性がないこと ②小規模企業が衰退していること ③土浦市の産

業振興が小規模企業に行き渡っていないこと。また、これらを課題と捉える理由は以下の通り

である。 

①土浦各工業団地の主要企業として挙げられている企業は、茨城県が今後の成長エンジンとし

て考えられている分野とは異なる。ビジョンの達成には成長性のある企業の誘致を強化する必要

があるが、土浦市の工業団地のうち未分譲であるのはおおつのヒルズの 4 区画だけであるため、

企業誘致の余地と将来性が課題だと言える。 

②小規模事業所が衰退することにより、地域の経済社会や雇用を支える存在の消滅につながる

可能性がある。また、築きあげてきた経験とノウハウの伝承ができずに、工業の発展のスピード

が落ちてしまうということも考えられる。 

③産業振興として土浦市では小規模事業所への支援を行っているが、利用している事業所が少

なく支援の恩恵が行き渡っていないため、経営改善への対策として不十分であると言える。小規

模事業所の衰退を加速させ②で挙げた起こりうる状況に繋がっていく。  

 

（億円） 

H      H      H      H        H      H 
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1.2.5 環境・農業・防災 

1.2.5_1 環境 

1.2.5_1.1 大気汚染 

茨城県大気汚染常時監視情報によると SO2や NO、SPM などの物質量から評価される土浦市の大気

汚染の状態は概ね基準値を下回っている。しかし近年は、主要幹線道路の沿道において浮遊粒子状物

質の環境基準を満たさない地点もみられ、これは自動車交通などに起因する大気汚染と考えられる。

実際、土浦市内の幹線道路では、特に通勤通学、帰宅ラッシュ時の混雑・渋滞が頻繁に観察される。

また、光化学スモッグに関しても、健康への影響があるため注意が必要である。光化学スモッグとは、

工場や自動車から排出される窒素酸化物および炭化水素類を主とする一次汚染物質が光化学反応を起

こすことによって発生する、二次的な汚染物質(光化学オキシダント)を原因に生じるものである。光

化学オキシダントは環境基準を満たさない年が続いており、楽観視は妥当でない。また、自動車や工

場の多い首都圏から汚染物質が流れてくることも十分に考えられ、土浦市は比較的都心に近いため注

意が必要といえる。こうした実態を受け、市環境保全課では、法律・協定を通じた規制、自動車排出

ガス調査の実施、光化学スモッグ・PM2.5 などに関する注意喚起の伝達システム整備、酸性雨のモニ

タニングといった各種対策を行っている。 

 

1.2.5_1.2 地球温暖化 

平成 30 年に受諾された「国連気候変動に関する政府間パネル」(IPCC)の特別報告書によれば、気温

上昇のリスクを抑えるには、2050 年までに二酸化炭素の実質排出量を 0 にする必要があるとされてい

る。土浦市の温室効果ガス排出量をみると、令和元年度は大幅に削減されており、排出された温室効

果ガスのほとんどが二酸化炭素であることを確認できる。「実質排出量 0」とは、人為的な発生源によ

る排出量と森林等の吸収源による除去量との間の均衡を達成することである。このうち、後者の植物

などが吸収する二酸化炭素などの量を正確に測ることは容易ではない。従って今後も温室効果ガス排

出量をさらに削減していく必要はあるものと考えられる。 

 

1.2.5_1.3 水環境 

土浦市内の雨水・生活排水などは、下水道や河川などを経て、最終的に西浦に流れ込む。霞ヶ浦

および河川の水質改善は近年停滞傾向にあり、一部環境基準を達成していない水域が存在する。

市は 9 河川(天ノ川、境川、一の瀬川、桜川、新川、備前川、花室川、乙戸川)で調査を行ってお

り、河川ごとに県の環境基準の類型が指定されている。河川の生物化学的酸素要求量(BOD)など

に関しては、平成以降やや改善傾向にあるが、未だ環境基準を満たしていない河川もある。また、

市内の水辺では汚れた水を好むイトミミズやユスリカ類が多く確認されており、有機汚濁が進ん

でいることを示している。 
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霞ヶ浦の化学的酸素要求量(COD)をみると、高度経済成長期の昭和 40 年代から上昇しはじめ、

昭和 53、54年ごろにピーク(約 11mg/L)を迎えた。その後、条例の制定などにより改善に向かい始

めたものの、現在に至るまで 7mg/L 前後で推移しており、環境基準の 3mg/L には至っていない。

富栄養化の原因物質とされる窒素やリンについても同様、横ばいに推移している。ちなみに、市

が定める水質の環境基準は類型 A というもので、A クラス未満の水質では安全な水浴が出来な

い。以上を踏まえると、未だ市が目指す「泳げる霞ケ浦」が定める目標には届いていないことが

示唆される。 

近年では、工場・事業所などの排水の水質については、規制・基準が定められている他、令和 3

年度からは規制が強化されることも決定しているなど、積極的な取り組みが行われており、実際

にも改善が進んでいる。一方、生活排水や農地・市街地からの面源による負荷の比率は大きくな

っている。 

図 1.2.5-1 市内の河川の BOD 推移 

図 1.2.5-2 霞ヶ浦の COD 推移 
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 しかし、土浦市の汚水処理人口普及率(令和元年度)に着目すると、公共下水道 88.1%+農業集落

排水 2.7%+合併処理浄化槽 8.0%＝合計 98.8％と非常に高い数値を示している。公共下水道に関し

ては、浸水対策を目的として昭和 41 年から中心市街地には合流式、その他の地域には分流式で整

備されている。土浦市の公共下水道は、霞ヶ浦北西地域の 5市町にまたがる霞ヶ浦湖北流域下水

道事業に含まれている。公共下水道に流される汚水は下水処理場で高度処理がなされている。 

農業集落排水施設は、平成 20年度に整備が完了している。対象地域は、西部地区(飯田、矢作の

全域、佐野子の一部）、北部地区(今泉、栗野町の全域、小山崎の一部)、東部地区(白鳥町、菅谷町

の一部)、高岡地区(藤沢新田、田土部の全域、高岡の一部)、沢辺地区(小高の全域、沢辺の一部)、

西根地区(中村西根の一部)である。 

土浦市衛生センターは、人口変動や公共下水道および農業集落排水施設の普及により処理量が

減少していることを踏まえ、施設の改築および稼動調整を行うとともに、処理水を公共下水道に

放流している。今後も引き続き処理量は減少していくと考えられ、合併処理浄化槽の普及により

浄化槽汚泥の割合は年々増加していることから、処理の主体となっていくであろう浄化槽汚泥に

十分対応できるようになる必要がある。処理効率の向上を図り、資源回収にも十分配慮した汚泥

再生処理センターの整備を、令和３年度からの供用開始を目指して進めている。 

市の予算に注目すると、令和元年から 2 年にかけて、特別会計に含まれる下水道事業の予算が

66.3％増加、汚泥再生処理センター事業の進捗により衛生費が 33.9%増加した。 

また、農業も水環境に影響を与えている。例えば、畑土・肥料の流出、側溝・用水路の劣化や汚

染などがある。農業の章で詳述するように、土浦市ではレンコンの生産が盛んであり、ブランド

化や耕作放棄地のハス田への再利用も進められている。しかし、そのハス田からの肥料成分の流

出が、生活排水や畜産排水とともに霞ヶ浦における水質汚濁の要因  の一つになっていること

が指摘されており、上述の施策と霞ケ浦の水質がトレード・オフの関係にある可能性がある。 

現在、市の環境保全課では、全ての工場・事業所を対象に調査を実施し、それぞれに応じた基準

を超過している事業者には原因の調査および改善計画の提出を求め、指導を行っている。その他

にも、土浦市では環境衛生課や下水道課を中心に、家庭排水浄化推進協議会と一体となって廃食

用油回収事業を進め、アオコの回収、合併処理浄化槽の適正な維持管理の指導、高度処理型の維

持管理の指導、高度処理型浄化槽設置補助、水洗化が進んでいない地域への訪問、生活排水汚濁

負荷量の算出、畜産排水対策などを行っている。 

 

1.2.5_1.4 騒音・悪臭 

近年の公害に対する苦情・相談件数をみると、大気汚染や水質汚濁の件数が減少しているのに対

し、騒音や悪臭などの都市生活型公害の件数はそれほど変化していないことがわかる。具体的に

は、野外燃焼行為による悪臭、近隣から発生する騒音が 1、2 番目に多い。この要因として「土浦

市環境白書 令和元年度年次報告書」(以下：白書)では、近隣関係の希薄化やモラルの低下が指摘

されている。 
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また、交通騒音は市内でも環境基準を達成していない地域がある。例えば、幹線道路のすぐそば

に位置しているモール 505 などの施設では特に交通騒音の影響を受けやすく、騒音の大きさを土

地利用において考慮する必要がある。 

そのほか、成田空港を発着する航空便による騒音や、振動に関しても注意・監視をしている。 

悪臭の苦情に関しては、畜舎や工場などが原因とされるものから、小規模事業所や家庭でのごみ

焼却など生活系のものへと移行しており、規制や指導が難しくなっていることが白書にて指摘さ

れている。 

土浦市は昭和 46 年以降、土浦・千代田工業団地、土浦千代田工業団地、東筑波新治工業団地など

の企業と公害防止協定を締結している。 

なお臭気の測定は、人のきゅう覚に頼らざるを得ない状況である。従って分析の技術力や測定機

器を購入する経済力の不足も課題といえる。 

 

1.2.5_1.5 土壌環境 

土壌汚染については、原因者や土地所有者に汚染物質の除去が義務付けられている。土壌汚染対

策法に基づき、土浦市では全部で 4つの区域が要措置区域に指定されている。これらの区域に対

しては、それぞれの状況に応じてモニタリングや汚染物質除去などの対策がとられている。 

市内の地下水の概況調査によると、主に家畜排せつ物や過剰施肥が原因といわれている硝酸性

窒素および亜硝酸性窒素やドライクリーニングの溶剤や金属加工業の脱脂剤として使用されて

いるトリクロロエチレンやテトラクロロエチレン、自然由来と思われるヒ素による地下水汚染が

確認されている。 

個人の井戸については、井戸の所有者が衛生管理を行うこととなっており、年に 1 度の自己検査

の努力義務が規定されている。また、賃貸住宅や一定規模以上の建物で井戸を所有している場合

は 2 度の検査が義務付けられている。 

 

1.2.5_1.6 景観 

土浦市には、亀城風致地区と桜川風致地区という 2 種類の風致地区が存在している。中でも前者

の亀城公園周辺は、市が「土浦市景観計画」に基づき定める「景観形成重点地区」のうち「旧城

図 1.2.5-3 土浦市の項目別苦情件数 
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下町とその周辺地区(中城通り地区)」も指定されている。土浦市では、市全域が景観計画区域に指

定されており、景観形成重点地区は、その中でも特に景観形成に向けて重点的かつ計画的に景観

の保全・誘導を図る必要がある地区のことである。亀城公園周辺は歴史的な街並みが特徴的で、

通路に対して奥側に蔵を持つ家も多くみられる地区である。しかしながら、蔵を十分に活用でき

ていない家や、1 階は店舗として活用しているものの 2 階以上は管理が行き届いていないように

見受けられ、景観上望ましくないと考えられる家、シャッターが閉まっておりおそらく営業して

いないであろう店舗などが散見された。景観形成重点地区は、それに指定された区域における、

ある一定以上の建築物の建築などの行為に際し、届出を義務付けるという趣旨のもので、同区域

に指定されたからといって区域内の建物の改良に補助金が交付されるといったものではない。従

って、既述のような、景観のうえで必ずしも望ましいとはいえないような建築物がみられる背景

には、当該建築物を保有する人の金銭的な余裕の度合いが影響しているという可能性が考えられ

る。その他にも、構造的に建て替えがしやすいかどうかなども関係がある。 

 

加えて、特に中心市街地では、駅や駅周辺で高層建築物が整備されている一方でそれらの裏側に

低層の廃れた住宅が並んでいる他空地や空き家など管理されていない土地があったり、モール

505 など空洞化の進む商業施設があったりと、景観のうえで必ずしも望ましいとはいえない事例

がみられる。空地の活用・空き家の撤去が進まない要因において、所有者側としては、空き家を

更地にすると所有者が税制面の優遇措置が受けられなくなること、行政側としては所有者を特定

するのが難しいことなどが指摘されている。 

違反野外広告物については、市と民間ボランティアが連携し、違反野外広告物追放事業として違

反野外広告物の簡易除去を行っている。令和元年度の件数は 412件にものぼり、今後も対策を続

けていく必要があるものと考えられる。 

不法投棄やポイ捨て、ペットのふんなど、マナーやモラルの低下による景観悪化も課題である。

霞ヶ浦・北浦流域清掃大作戦では 8,870kg、関東地方環境美化運動では 77,220kg のごみが回収さ

れたといい、ポイ捨てなどの被害は氷山の一角である可能性も十分考えられるところである。 

 

1.2.5_1.7 緑地 

農地は、食糧生産以外にも保水調整や生態系の保全などの機能を持っている。しかし一旦荒廃す

ると、雑草の繁茂などにより病害虫の発生源や有害鳥獣の住処になる可能性があり、更に耕作地

として回復するためには非常に大きな労力と長い年月がかかる。放棄面積は年々減っているもの

の、令和元年度の調査では 308ha にものぼるため、今後も対策を続ける必要がある。農業の章で

図 1.2.5-4 景観のうえで望ましくないと思われる家々 
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詳述するように、こうした耕作放棄地に関する対策として、レンコンを生産するためのハス田へ

の再利用が進められている。 

 現在は、海外の安い材木などの影響もあるためか、山林からの薪炭などの資源の利用の減少に伴

い、用材としての林業の衰退、里山との関わりの希薄化、平地林の荒廃が進んでいる。市はこれ

を受け、緑整備推進事業を推進し、森林湖沼環境税を活用して、手入れの届かない森林の整備・

維持管理を図っている。しかし、衛生費に含まれる環境保全対策費は、令和元年 2 年において約

24%減っているなど、財政的に厳しいという現状もある。 

 

1.2.5_1.8 生態系 

霞ケ浦や流入河川の水生植物は、水質の悪化、コンクリート護岸の整備などによって減少し、現

在は 60 種類ほどが生育しているとされる。水質は良好であるとはいえず、市民生活における快適

性が低下しているとともに、健全な生態系を維持するための動植物の生息空間が維持されていな

いのが現状である。霞ヶ浦では、国や県のレッドデータブックに記載されている動植物も確認さ

れている。内陸部の河川や沼では、メダカやタナゴなどの魚類、タガメやホタルなどの水生昆虫、

イモリなどの両生類など、郷の水辺で見られていた動物類が減少している。市内の代表的な里山

である、宍塚大池周辺の地区でも、国や県のレッドデータブックに記載されている動植物が確認

されている。近年の開発、農業担い手不足による農地荒廃などにより生息環境の減少が懸念され

ている。農地の保全から環境保全型農業を振興するほか、里山の管理や営農を地域で支えていく

仕組みの検討も課題である。 

さらに、アメリカナマズなどの外来魚は未だ多く生息し、生態系への影響が懸念されている。外

来生物が増加すると、農林水産業への影響が出たり、医療分野などにも生かされている遺伝子資

源への影響が出たりなど、波及的に悪影響が生じうる。こういった課題に対し、アライグマやオ

オキンケイギクに関しては防除実施計画を策定したり、筑波山地域ジオパークの推進をしたりし

ている。 

 

1.2.5_1.9 ごみ 

土浦市のごみ排出量は、近年緩やかに減少傾向を示している。一人一日当たりの排出量も同様

に、平成24年度で 1,178gであったのが令和元年度では 1,003gと一貫して減少傾向が続いている。

しかしながら、一人一日当たり排出量については、依然、国や県の平均を上回っている。平成 30

年に家庭ごみ処理有料化が開始され、ごみの量は平成 30 年から令和元年にかけても減少してい

るが、今後もごみの削減に向けて対策を講じていく必要性は変わらないだろう。 

リサイクル率に関しては、平成 27 年に生ごみと容器包装プラスチックの分別回収が開始された

ことを受け、平成 27 年に急増したが、その後は横ばいに推移している。市では子ども会廃品回収

や資源物の拠点回収にも取り組んでおり、このようなリサイクル推進事業についても、今後も続

けていく必要があると考えられる。 
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1.2.5_1.10 エネルギー 

土浦市環境保全課では、うるおいと安らぎのあるまちの創造と地球環境の保全を目的として、住

宅用環境配慮型設備の導入に対して補助を行っている。具体的には、家庭用燃料電池システムと

定置用リチウムイオン蓄電システムが対象となっている。学校や公民館、公園などの公共施設に

おいても、太陽光発電の導入や明かりの LED 化などが進められている。また、バイオマスタウン

構想に基づき、民間事業者によるメタン発酵・堆肥化施設建設事業の支援が行われており、年間

で 5,000t 近くの生ごみを回収している。さらに、夏の省エネルギー対策に有効な緑のカーテンを

一般家庭や公共施設、事業所等に普及させる取組も行っている。 

土浦市立地適正化計画において、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の都市構造の構築が目標と

されている。これに基づき、集約した都市を実現していくことも、都市全体のエネルギー消費量を削

減するうえで肝要といえるだろう。 

 

1.2.5_1.11 人づくり 

日常の生活や通常の事業活動が環境に負荷を与えている現状がある。環境問題に対して理解を

深め、正しい認識と知識を持つための環境教育・環境学習と共通理解として情報共有のための

場づくりが重要である。 

各小中学校では、発達段階に応じて生活課・社会科・理科・家庭科などの強化や道徳・特別活

動などの教育活動全体を通じて「環境から学ぶ」、「環境について学ぶ」、「環境のために学ぶ」

を視点に環境教育が行われている。特に「総合的な学習の時間」においては、市内の自然環境

や環境を守る施設等を活用しながら、児童・生徒が身近な環境問題について調べていく活動を

積極的に行っている。学校以外でも、子どもたちを対象とした環境教育や、市民の生涯学習と

して、出前講座などによる環境教育や環境学習の機会の提供などを行っている。 

小中学校だけでなく、一般の人に対しても環境学習の場を提供することも必要である。また、

情報共有の場としてのコミュニティ形成も有効な対策と考えられる。 
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1.2.5_2 農業 

1.2.5_2.1 農業従事者の減少・高齢化 

年齢別の農業就業人口を図 1.2.5_5 に示す。どの年も 65 歳以上の割合が最も多く、60～64 歳と

60 歳以上の農業就業人口の割合も毎年上昇している。一方、それ以外の世帯の割合は毎年減少し

ており、高齢化が進んでいるといえる。実際、全体の平均年齢も毎年上昇している。 

続いて、農業後継者の有無と農家数の関係を図 1.2.5_6 に示す。これをみると、同居農業後継者

のいる農家数は毎年減少しており、農業後継者不足が深刻化していることがわかる。 

土浦市全体の農業就業人口(図 1.2.5-7)をみても、2000 年から 2015 年までの 15 年間で 3 割減少

するなど、土浦市の農業就業人口は全体的に減少傾向にある。ここで、農業後継者の有無別農家

数と農業就業人口の両者とも 2005 年から 2010 年にかけて増加しているが、これは 2006 年に新

治村が土浦市に編入したことが原因として考えられる。ここまで述べた「農業従事者の高齢化」

「農業後継者の不足」「農業就業人口の減少」といった課題から、今後も農業労働力の減少が進行

するものと推測される。さらに、コロナショックは土浦市の農業にも少なくない影響を与えてい

図 1.2.5-5 年齢別の農業就業人口 

図 1.2.5-6農業後継者の有無と農家数の関係 

図 1.2.5-7 土浦市の農業就業人口の推移 
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る。生産者にとって、学校や飲食店などの固定販路は、利幅は小さくとも安定収入を得ることの

できる重要な要素であった。しかし、新型コロナウイルスの感染拡大の影響に伴い休校や営業自

粛が続いたことで出荷にストップがかかり、多くの生産者が打撃を受けている。 

 

1.2.5_2.2 耕作放棄地の増加 

農業労働力の減少は耕作放棄地の増加を招いている。実際に、2000 年から 2015 年の 15 年間で

その面積は 2.3 倍に増加しており(図 1.2.5-8)、全体として増加傾向にある。なお、図-5 において

2005 年から 2010 年にかけて耕作放棄地が急激に増加しており、これは新治村合併の影響と考え

られる点に留意されたい。耕作放棄地の増加がもたらす問題として、まず周辺環境への影響が考

えられる。例として、農地を放置することにより、雑草が生えたり、害虫が発生したりするなど

の問題が発生することが挙げられる。それだけでなく、十分な管理が行われないために周囲の迷

惑になること、或いは景観や周囲の農地へ悪影響を及ぼす可能性も考えられる。さらに、防災の

側面からもいくつかの問題点が挙げられる。農地には災害を防ぐ機能があるが、耕作放棄地とな

って管理されなくなると、火災時の延焼を防ぐ効果や、雨水の貯留によって洪水の発生を防ぐ効

果など農地の持つ様々な機能が失われてしまう。防災の観点からも、耕作放棄地の発生防止や解

消に努めることが求められる。 

ここまで述べた様々な問題に対して土浦市が行っている対策として、農地中間事業の活用が推

奨されている。この事業の特長のひとつとして、貸し手と借り手の双方にメリットがあり、耕作

放棄地の解消そして活用に繋がるということが挙げられる。令和 2 年 9 月 15 日現在、市内から

80 件の応募があり、本事業は令和 3年 3月 31 日まで今後も公募が続けられる。 

この他にも、茨城県耕作放棄地対策協議会が主体となって、耕作放棄地再生利用緊急対策事業が

進められている。一例として、土浦市では、レンコン栽培による耕作放棄地の解消を目的とした

取り組みが行われている。土浦市ではレンコン栽培が盛んであるうえ、ハウスで作成されるレン

コンは高値で取引される。このためレンコン農家は耕作放棄地再生利用交付金を利用、そして耕

作放棄地を活用したレンコン栽培に関心を持っている。これを受け、土浦市は、平成 21 年 3 月

に、農家組合長に耕作放棄地再生利用緊急対策事業について説明し、組合員農家全戸に事業 PR

用パンフレットを配布している。平成 22 年 8 月 5 日には耕作放棄地再生利用交付金の交付が決

定し、耕作放棄地の田（常名地区 24ha及び虫掛地区 30ha 計 54ha）がレンコン栽培のための再生

作業により整地された。一方で、レンコンの栽培が水質汚濁につながることが報告されており、

環境問題との兼ね合いが求められているといえる。 

図 1.2.5-8 耕作放棄地面積の推移 
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1.2.5_2.3 獣害 

耕作放棄地の増加等による原因で、霞ケ浦湖畔を中心としてカルガモなどによるレンコンの食

害が後を絶たず、またカラスやアライグマによる果樹の被害、イノシシの被害が続いている。市

では「土浦市・かすみがうら市鳥獣被害防止計画」を作成することで、これらの被害を 3年でお

よそ 2,000 万円削減するための取り組みを行っている(図 1.2.5-9 参照)。しかしながら土浦市の獣

害による被害額は県の中でもトップクラスであり、改善に向けた継続的な対策が必要であること

はいうまでもない。また、これら被害を生み出す外来生物等の増加は、生態系の乱れ、鳴き声や

糞など環境面へ悪影響も及ぼすため、多方面を考慮した注意が必要である。 

 

1.2.5_2.4 ブランディング 

 土浦市は、同市の魅力を拡散し人を呼び込むことを目的に、平成 30 年度、レンコンやその他特

産物を土浦ブランドとして認定した。認定に際しては「土浦の恵みが人を結び、まちの賑わいが

土浦を豊かにする」としたうえで、 

1)「水と土」が育む、豊かな土浦の恵みをみんなで食べる、愛でる。 

2)つくり手も、集まってきた人もともによろこび笑顔になる。 

3)土浦の魅力が多くの人に知られ、愛されていくことで、また新しいものが生み出され、発展し

ていく。以上 3点が選考基準とされた。 

一方、ブランディング事業の効果を計測する指標が明確でなく、プロジェクトの効果――すなわ

ち、どんな判断基準を以て成功とみなすのかは明確でない。そもそも、このブランディングとい

う施策が、本当に土浦の魅力を外部に発信する手段となり得るのかについても、疑念が残る。 

  

図 1.2.5-9被害額削減目標 
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1.2.5_3 防災 

1.2.5_3.1 防災に係る予算 

本章では、土浦市における防災の課題を記載するに先立ち、はじめに本市の防災に係る予算につ

いて概観する。 

平成 23 年度から令和 2 年度までの市の予算に占める防災費の割合を図 1.2.5_11に示す。平成 24

年に割合が上昇しているのは、前年の東日本大震災を受けて、耐震性貯水槽整備事業や地域防災

見直し事業が行われたためである。また、平成 28 年・29 年に割合が高くなっているのは、地域

防災対策整備事業の一環である新治地区防災無線更新整備事業に多くの予算が割かれたことが

要因である。その他の年は 0.05～0.1％程度の割合で推移している。 

 

1.2.5_3.2 洪水 

土浦市の地勢として、市街地の低部が標高 1.5m から 2.5m と低く、そのために市街が発展した

江戸時代以降、数年に 1 度の頻度で水害が発生している。その主な原因は霞ヶ浦からの逆流とさ

れる。昭和 13 年の洪水では、桜川低地が全面浸水し、当時の土浦町全体で死者・行方不明者 6、

住家全壊 10、半壊 51、浸水 4,850 と甚大な被害となった。また、この災害の被災戸数及び被災人

員は全体の 95％にまで及んだという。 

以上の災害を踏まえ、桜川では、河川改修が行われ、河口から 10㎞の区間で築堤が完了してい

る。しかしながら、土浦市街地は依然として洪水の危険にさらされているといえる。図 1.2.5-12

に示したのは、市が公開する洪水ハザードマップである。土浦駅周辺の中心市街地は 0.5m～3m

0

0.1

0.2

0.3

0.4

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

図 1.2.5-11 予算に占める防災費の割合の推移（％） 

図 1.2.5-12 土浦市の洪水ハザードマップ 
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未満の浸水想定区域になっている。また、土浦消防本部土浦消防署や土浦警察署が 3m～5m未満

の浸水想定地域内に位置しており、水害の際、市民を守るために機能できるのかという不安も拭

えない。ここで、国土交通省の防災情報を見ると、0.5m 以上の浸水で床上浸水、2.0～5.0m の浸

水で 2階の軒下まで浸水するという想定となっている。すなわち、多くのエリアで床上浸水以上

の建物被害が発生し得るといえる。さらに市が指定している避難所までの距離が遠い地域もあり、

例えば土浦市役所から最寄りの避難所である土浦第二中学校までは徒歩で約 32 分かかると予想

される。土浦駅周辺の中心市街地には、人口や都市機能が集中しているため、水害への対策は肝

要といえる。 

 

1.2.5_3.3 土砂災害 

土浦市土砂災害避難地図を見ると、土砂災害警戒区域と土砂災害特別警戒区域が多く存在して

いる。それらの区域は、森林部のみならず、茨城県道 123 号や 199 号、国道 354 号といった、あ

る程度の交通量が予想される市街地道路の沿線にも存在する。これらのエリアで土砂災害が発生

した場合、人命が危険にさらされるだけでなく、交通網の麻痺の可能性も考えられる。また、小

野・大志戸・永井地区も土石流の土砂災害警戒区域に指定されているが、近隣に避難所がなく、

有事の際に素早い避難が難しい状況となっている。 

 

1.2.5_3.4 液状化 

図 1.2.5-13に示したのは、土浦市の液状化危険度マップである。土浦駅周辺の中心市街地の大部

分は「液状化の可能性が極めて大きい」エリアに指定され、その他桜川周辺地域が「液状化の可

能性が大きい」エリアに指定されている。桜川の東側は、水田を埋め立てて造成した柔らかい地

盤であるため、液状化の影響を受けやすくなっていることが原因だと考えられる。実際に、2011

年の東日本大震災では、桜川等の低地で液状化が発生した。また、洪水ハザード同様に、消防署

や市役所が液状化の可能性が極めて大きいエリアに位置していることも問題であると考えられ

る。 

 

1.2.5_3.5 道路の冠水 

土浦市公式ホームページには、道路の冠水の恐れがある地点として 14 か所が指定されている。

例えば、大畑地内北インターチェンジは交通の主要な地点であるが、豪雨時には 90センチ程度の

図 1.2.5-13 土浦市の液状化危険度マップ 
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冠水を記録した。また、川口立体道は土浦駅周辺の道路であり、一定の交通量が予想されるが、

過去に 40、50 センチの冠水を記録し、豪雨時には通行が困難になってしまうことが考えられる。 

 

1.2.5_3.6 建物の耐震化 

表-1.2.5-14 に示したのは、平成 20年に制定された土浦市耐震改修促進計画と、平成 28 年に改訂

された土浦市耐震改修促進計画に基づく市内の建物の耐震化率の現状と目標である。 

特定建築物は病院やホテルなどの多くの人が集まる建築物を意味し、市有建築物全体は公立学

校や市営住宅、図書館などを意味する。平成 27 年までの耐震化率の目標は、平成 27 年時点で住

宅と特定建築物の 2項目において達成できていない(図 1.2.5-15)。また、住宅の耐震化については、

共同住宅・長屋建て住宅の耐震化は全体の 97％が完了しており、計画は順調に進んでいる。一方

で、一戸建て住宅の耐震化が進んでおらず、コロナウイルスの影響で自宅勤務などが普及する状

況で地震の被害を受ける危険性が高まっている。さらに、特定建築物の中では、病院・診療所の

耐震化の遅れが顕著になっている。病院には、地震などの災害時における速やかな避難が困難な

人々も多数いると考えられ、今後の早急な耐震化が求められる。 

 

1.2.5_3.7 誘導地域と浸水地域の重複 

土浦市では立地適正化計画を作成しており、集約型都市構造の実現のため、都市機能誘導区域及

び居住誘導区域を定めている。一方、国土交通省の地点別浸水シミュレーション検索システム(浸

水ナビ)によると、当該誘導地域と浸水想定区域が重複している(図 1.2.5-16)。誘導地域と浸水想

定区域が重複する地域は全国にいくつもあり、そのような地域に対して国土交通省「水災害対策

とまちづくりの連携のあり方」検討会が行ったヒアリングでは、「ハザードエリアに既成市街地が

多く存在し、誘導区域から除外すると、まちが成立しなくなる」などのような意見が寄せられた。 

 

0 20 40 60 80 100

過去の目標耐震化率（平成27年）

現状耐震化率（平成27年）

目標耐震化率（平成32年）

市有建築物全体 特定建築物 住宅

図 1.2.5-15 耐震化の比較 

建築物の種類 総数(平成27年)
過去の目標耐震化率

(平成27年まで)
現状耐震化率
(平成27年)

目標耐震化率
(平成32年まで)

住宅 59715 90% 85% 95%
特定建築物 511 90% 81% 95%

市有建築物全体 774 70% 80% 95%

表 1.2.5-14 土浦市の建物の耐震化率の現状と目標 
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これを受けて、都市開発と水害対策の連携不十分を回避するために、避難施設などを設置する建

築物への容積率の緩和や周辺地域に避難タワーや避難路整備の推進などを行う案が公開されて

いる(図 1.2.5-17)。したがって、まちづくりと水害リスク低減の両立が困難であることが問題点と

して挙げられる。 

 

1.2.5_3.8 避難所収容数の超過 

土浦市の地域防災計画によると、M7.5 規模の茨城県南部地震発生時の想定最大避難者数は 11,00

人であり、これを市の指定避難所数 27で除した数はおおよそ 400人である。これは、単純計算で

一つの避難所で受け入れなければならない数にあたる。しかし、現在の状況では避難所内におけ

る三密回避のため、避難者同士のソーシャルディスタンス確保を行った場合、この数を達成でき

るとは限らない。また、図 1.2.5-18に示したのは、土浦市の人口集中地区(DID)と指定避難所 500m

圏である。大規模地震等で、住民が図中の丸で囲んだ地域の住民が近隣の避難所に避難した場合、

図中の丸で囲んだ地域で、「逃げ遅れ」、「避難所収容数の超過」が発生する危険性がある。 

 令和 2年 9 月に発生した台風 10号によって被害を受けた地域に対して国土交通省が実施したア

ンケートでは、43％の自治体が避難所収容数の「超過あり」と回答している。また、「超過あり」

と回答した自治体のうち、86の自治体が「三密回避による避難所収容数減少」、94に自治体が「従

来規模以上の台風であったこと」を原因としており、大規模災害時の避難人数超過は起こりうる

問題であるといえる。また、同アンケート内で「ホテル・旅館への自主避難」や「アプリ等で情

報発信した自治体が少なかった」などの問題が提示されており、他機関との連携についても課題

を抱えていることがわかった。 

 

 

図 1.2.5-17 都市開発と水害対策の両立に向けた案 

図 1.2.5-16 誘導区域と浸水想定区域 
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1.2.5_3.9 空き家 

土浦市の空き家等対策計画においては、土浦市の空き家管理状況は 67％が「管理不全」の状態

になっており、このような空き家は「放火・たばこの不始末による出火」、「コミュニティ縮小に

よる地域防災力低下」、「景観及び住環境の悪化」などの問題を引き起こす。したがって、空き家

問題は防災、防犯、環境などといった様々な分野にとっての課題として認識する必要がある。 

  

図 1.2.5-18 市内の人口集中地区(DID)と指定避難所 500m
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1.2.6 公共施設インフラ 

1.2.6_1公共施設 

1.2.6_1.1 公共施設全体 

【はじめに】 

今回公共施設再編・インフラアセットマネジメントの課題整理に際して、対象とした公共施設

は『土浦市公共施設等総合管理計画』に従ったものとした。 

 

【公共施設全体の課題】 

前述した『土浦市公共施設等総合管理計画』における土浦市公共施設全体の課題として、将来

的な投資的経費の財源不足が挙げられている。発行された時点において土浦市における公共施

設をそのまま維持した場合、将来的にかかる経費の平均額は 50。4 億円であると試算されるが、

発行年の直近の 5 年間の平均投資経費は 16。6 億円となっているため、現状比較すると年間で

33.9 億円不足していることが指摘されている。 

そのような事態を受けて、土浦市は『土浦市公共施設等総合管理計画』の中で公共施設等管理の

基本方針を示しており、その内容は以下の 3 つとなっている。 

(1) 施設保有量の削減 

(2) 長寿命化の促進 

(3) 施設配置の適正化・民間活力の活用 

(1)では 40年後の公共施設の施設総量を現在の 30%削減を行い、費用の軽減を測っている。(3)

では市民の居住地域に対応した施設再配置を行い配置の適正化を打ち出している。また PPPや

PFI といった公民連携で公共事業を行うことで民間の事業ノウハウを利用した効率の良い業務

を行う指針である。 

 

【多くの施設が抱える共通課題】 

(1) 老朽化：築年数が 40 年を超えると、外壁の剥落や鉄筋の露出、漏水など、建物のハード面

の問題が生じる可能性がある。また維持管理費及び改修更新費の過多が懸念される。 

(2) 利用率の低下：維持管理・運営は税金によって賄われているが、利用率が低いということは

投入された金額に見合う利活用が十分でないことの現れである。 

(3) 廃止施設の跡地利用：施設が利用されないまま放置されると、防災性の低下、防犯性の低下、

ごみの不法投棄、衛生の悪化・悪臭の発生、風景・景観の悪化などの悪影響を及ぼす可能性

がある。したがって適切な利活用や取り壊しなどの措置が求められる。 
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1.2.6_1.2 コミュニティ・文化施設 

【対象施設】 

◼ 文化施設 

◼ 生涯学習施設 

◼ スポーツ施設 

◼ 観光交流施設 

この中でも特に我々は文化施設・生涯学習施設に焦点

を当てて課題を整理した。 

 

【現状・課題】 

<課題 1>施設の老朽化 

文化施設・生涯学習施設の課題として施設の老朽化

が進んでいることが挙げられる。右表は当該施設の一

覧であるが、多くの施設が築後 30年間以上を経過して

おり、今後一斉に改修が必要になる可能性があること

から利用者に合わせた集約化や長寿命化といった適切

な対応が求められる。また旧耐震基準で建設されたも

のの、耐震診断を未実施のもの・耐震診断を実施した

ものの改修が未実施のものが複数存在することが資料

から読み取られ、施設の安全上の問題であることから

早急な対応が求められる。 

<課題 2>用途が類似する大規模文化施設 

土浦駅周辺には亀城プラザ・市民会館と 2 つの大規

模文化施設が存在しており、それぞれ市民の活躍の場

として使用されている。しかし両施設とも大ホールや

会議室、和室などを備えており、用途が類似している

ためか、共に施設稼働率は低くなっている。そのため『土

浦市公共施設等総合管理計画』では今年行われた市民会館

の改築にあわせて統廃合を検討するとあるが、昨年度の公

共施設再編・インフラアセットマネジメント班のヒアリン

グ結果によると市は両者の統合は考えていないとの回答

を受けたようだ。今後亀城プラザの老朽化が見込まれ、か

つ財政上公共施設の運営コストの削減が求められている

中両施設を並行して運用していくことには疑問の余地が

残る。 

 

図 1.2.6-1. 文化施設・生涯学習施設

の立地 

表 1.2.6-1. 文化施設・生涯学習施設の築年数 

図 1.2.6-3. 土浦駅周辺の文化・生涯学

習施設 
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1.2.6_1.3保健・福祉施設 

【対象施設】 

◼ 保健施設 

◼ 社会福祉説 

◼ 高齢者福祉施設 

◼ 障害福祉施設 

 

【現状・課題】 

<課題 1>施設の老朽化 

保健・福祉施設においても一部施設において老朽化が進行している。築 39 年の老人福祉セン

ター「湖畔荘」では大規模改修の予算案が作成されたが、他の用途施設も老朽化しており当施設

改修の優先度が低かったために採択されなかった。保健・福祉施設は他の用途施設と比較し優先

度が低くなかなか改善されていないのが現状である。現況で建替などが必要な公共施設 5 施設

の 1 つに療育指定センターが指定されている為、いち早く当施設の建替・改修等を行う必要が

あると考えられる。 

<課題 2>一部高齢福祉施設の利用者減少 

平成 26年から平成 28年の一部高齢者福祉施設の利用者数に減少が見られる(老人福祉センタ

ー「うらら」「うわぶき」)。この理由として、民間で同様の高齢者福祉サービス施設の展開が考

えられる。公共の高齢福祉サービスの質に満足できず民間サービスへ流入している可能性も考

えられる。とはいえ、土浦市の高齢化率は年々上昇しており、2020 年度データでは 28.84%とな

っており、今後公共施設としての高齢福祉施設の需要が高まると予想される。社会福祉施設・高

齢化福祉施設は指定者管理者制度により管理・運営されている。『土浦市公共施設総合管理計画』

では老朽化している施設において改修や統廃合も視野に入れた検討が必要であると記載されて

いるが、高齢化が加速し、施設の場所が分散している中で、統廃合はあまり適切な策ではないの

ではないかと考えられる。民間企業が行う高齢福祉サービス業との連携やサービスの質の向上

を行い、公共の老人福祉施設を維持すべきだろう。 

 

1.2.6_1.4住宅施設 

【現状・課題】 

市営住宅の老朽化が著しい。土浦市が運営している市営住宅のうち、50%が築 40年を超えて

いる。老朽化施設が増加することが予想されるため、効率的な施設の改修・更新が必要である。

そのため、住民の不満やニーズを把握し、改修水準を定量化することが求められる。 

 

【土浦市の対策】 

 特に老朽化が著しいのは、市営板谷第一住宅、市営板谷第二住宅、市営常名第三住宅、市営竹

の入第二住宅、市営下坂田住宅の木造住棟であり、現在、募集停止している。募集停止している
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住戸の除却を進めるとともに、老朽化が進んでいる住棟については、安全性の確保や効率的な施

設の改修・更新を図っている。管理運営について、指定管理者制度等の民間活力導入を検討して

いる。 

 

1.2.6_1.5子育て支援施設 

【対象施設】 

◼ 幼稚園 

◼ 保育所 

◼ 児童館 

◼ 児童クラブ 

この中でも特に我々は幼稚園・保育所に焦点を当てて課題を整理した。 

 

【現状・課題】 

 土浦市の公立幼稚園・保育所では、施設や固定遊具の老朽化・保育ニーズの多様化による児童

数の減少、アレルギーや障害などの加配が必要な児童への対応の必要性などから、運営コストや

施設の維持管理費用が大きくなっている。児童一人当たりの市の負担額は公立が私立を 5 万円

上回っている状態である。公立幼稚園・保育所では入所児童が少なく定員割れを起こしているこ

とに加え、私立幼稚園・保育園では定員を増やし高い入所率を保っている。これらの事態を踏ま

え、土浦市では全公立幼稚園・保育所の廃止に向けて『土浦市立幼稚園の再編計画』及び『公立

保育所民間活力導入実施計画』を策定した。廃止や民営化、私立・認定こども園・地域型保育事

業などに市の幼児教育・保育事業を託すことによって問題解決を図ろうとしている。 

<課題 1>廃止幼稚園の跡地の活用 

 廃止された公立幼稚園の跡地の活用が課題となっている。『土浦市立幼稚園の再編計画』に伴

って平成 30年度末に廃止済みの幼稚園 3 園の跡地利活用事業を公募していたが、そのうち都和

幼稚園については買手がついておらず放置されている。また令和 2 年度末に廃止される新治幼

稚園と令和 3 年度末に廃止される土浦幼稚園については未だ跡地の活用の方針が示されていな

い状況である。 

<課題 2>民営化の難航 
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 『土浦市公立保育所民間活力導入実施計画』により全公立保育所の民間への移管が決定してい

る。当初は平成 28 年度～令和 2 年度の前期計画で 6 所、令和 3年度～令和 7 年度の後期計画で

4 所の移管を計画していたが、現状として前期計画で

4 所のみの決定にとどまっている。1 所は後期計画で

の移管が決定しているが、もう 1所に関しては検討中

の段階である。後期計画に含まれる 4所も検討中であ

る。市の負担を減らすために民営化を推進しているが、

担い手がつかず民営化が難航している。 

<課題 3>おおつ野地区の施設不足 

 土浦市全体でみると幼年人口は減少しているが、宅

地開発によって人口が増加しているおおつ野地区(右

図の紫色囲内)では幼年人口も増加している。しかし現

状としておおつ野地区にある幼児教育・保育施設は地

域型保育事業 1 所のみであり、4-5 歳児を対象とした

施設は立地していない。おおつ野地区では更なる幼年

人口の増加が予想され、地区内の幼児教育・保育施設

整備への需要が高まると予想される。 

 

1.2.6_1.6 学校教育施設 

【対象施設】 

◼ 小学校 

◼ 中学校 

◼ 義務教育学校 

 

【現状・課題】 

 土浦市では児童・生徒数の著しい減少により、小中学校の統廃合が進んでいる。平成 26年度

には宍塚小学校が土浦小学校と統合、平成 30年度には藤沢小学校・斗利出小学校・山ノ荘小学

校・新治中学校が統合されて新治学園義務教育学校設立、令和 2 年度には上大津西小学校が菅

谷小学校と統合された。 

<課題 1>小規模学校の存在 

 文科省が学校教育施設における標準学級数

を設定している。統廃合後もそれに満たない

学校が存在している。菅谷小学校、都和南小

学校、右籾小学校、上大津東小学校が該当す

る。上大津東小学校についてはおおつ野地区

の開発により今後児童数も増加すると考えら

れるが、他小学校についてはさらなる統廃合

図 1.6.2-3.  

土浦市の幼年人口メッシュ及び幼児

教育・保育施設の分類別立地 

図 1.2.6-4.  

学校教育施設の普通学級数 
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の検討の必要がある。 

<課題 2>学区の拡大 

統廃合により学区が拡大している。これにより学区が不整形と

なり、最寄りの学校と学区が異なったり、通学時の安全確保が難

しくなったりする。最大の学区域を持つ新治学園義務教育学校で

は学校までの直線距離がおおむね 2km 以上となる児童生徒約

200名を対象に、4ルートでの無料スクールバスを運行している。

このような通学支援が各学校で必要となると考えられる。 

<課題 3>廃止校舎の跡地の活用 

 廃止された校舎の跡地利用についての方針が示されていない

ものが多い。旧宍塚小学校校舎は改修を行って土浦市教育相談所

を移転し、体育館やグラウンドは市民に開放している。しかしす

べての廃校舎がこのような利用ができるとは限らず、既に廃校と

なっている 4 校については早急な対応が求められる。また今後統廃合の可能性がある学校につ

いては、老朽化対策の改修工事と統廃合のタイミングの兼ね合いも課題になると考えられる。 

 

1.2.6_1.7行政施設 

【対象施設】 

◼ 庁舎等 

◼ その他行政施設 

 

【現状・課題】 

<課題 1>施設の老朽化 

多くの施設が老朽化している。行政施設 20 施設(公共施設跡地を除く)のうち築 30 年以上経

過している施設は 10施設に及び、耐震化改修未実施施設も多数存在している。庁舎は災害時の

拠点となることから耐震性や安全性が懸念される為、優先的な改修が必要であると考えられる。 

<課題 2>公共施設跡地の活用 

土浦市では行政施設の移設に伴い旧市役所本庁

舎・旧消防本部庁舎など多くの公共施設跡地を活

用できておらず放置されている。これにより跡地

周辺の治安悪化や維持管理費の圧迫などが懸念さ

れる。 

<課題 3>上大津支所の利用率が低い 

図 1.2.6-5.  

小学校区(色付きは統合後) 

図 1.2.6-6. 

 各支所の年間窓口取引件数(H21) 
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平成 21 年の土浦市支所における年間窓口取引件数(図 6)をみると、上大津支所は他の支所を

比較して取引件数が著しく低いことがわかる。そ

して、年間窓口 1件あたりのコスト(図 1.2.6-7)は

上大津支所が他の支所と比較して著しく高く、利

用率の低い支所の運営は人件費や建物の維持管理

など、様々な面で非効率的であると言える。但し、

このデータは平成 21 年のデータと古く現在でも

この状況が継続しているとは考えにくく、土浦協

同病院に合わせて整備されている「おおつの地区」

が開発により上大津の取引件数が増加している可

能性がある。いずれにせよ、人口減少などにより

窓口業務の非効率な運営体制は大きな課題である。 

 

【土浦市の対策】 

<課題 1、課題 2 に対する土浦市の対策>  

施設の老朽化・公共施設跡地の対策として、土浦市は平成 27年に、用途廃止が決定した本庁

舎・高津庁舎・中央出張所・消防本部庁舎・新治庁舎・宍塚小学校の 6つの公共施設跡地の利活

用方針について纏めた『公共施設跡地利活用方針』を作成した。また、土浦市は老朽化していた

給食センターの統廃合・新設を行なった。かつて土浦市に 2 つの学校給食センターが立地して

いたが、両施設共に築 40 年以上と老朽化が進んでいた。そこで、2 つの学校給食センターを 1

つに統合し、旧新治庁舎跡地に新しく学校給食センターが整備された。令和 2 年 9月 1日より、

新しい給食センターで調理した給食の提供を開始している。このように、利用状況や立地・老朽

化に応じて統廃合・集約化し、適切な公共施設跡地利用と老朽化の改修が課題である。但し、統

廃合し新たな場所に施設を整備する場合、旧施設の跡地活用をどのようにするか検討しなけれ

ばならない。 

 

1.2.6_1.8 消防施設 

【現状・課題】 

消防施設は、消防署等 6施設(消防署・出張所・分署)と分団車庫

38 施設で構成されている。消防施設の抱える課題として、偏った

分団車庫の立地が挙げられる。分団車庫が新治地区に集中してお

り、神立地区には少ないことがわかる。神立は管轄範囲が広いこと

から、適切な配置検討が必要であると考える。 

 

 

図 1.2.6-7. 

 各支所の年間窓口 1 件当たりのコスト

(H21)  

図 1.2.6-8. 

 消防施設の立地 
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1.2.6_1.9 交通施設 

【対象施設】 

◼ 駐車場 

◼ 駐輪場 

うち駐車場 4 施設、駐輪場 7 施設(原付自転車専用施設を 1 つ含む)は土浦駅周辺に立地してい

る。 

 

【現状・課題】 

<課題 1>立体駐車場の稼働率が低い 

立体駐車場において、特に駅東の築年数が経過し稼働率が低い。令和 2 年現在の駅東、駅西の

築年数はそれぞれ 29 年、23 年である。収容可能台数は 1200 台、500 台であるが、平成 28 年

現在の稼働率は 20％程度、60％程度である。立体駐車場は安全性を保つため、平面駐車場と比

較して点検費等の維持管理費が高い。維持管理費が高いにもかかわらず収益が小さい施設は市

の財政を圧迫する。そのため、今後何らかの維持管理費を減らす対策が求められる。 

<課題 2>既存施設を有効活用できていない 

駐輪場は土浦駅東口の第 1、第 2 自転車駐車場、土浦駅西口の第 1、第 2 自転車駐車場がそ

れぞれ隣接している。土浦駅周辺の駐輪場のうち東口第 1、西口第 2の利用率が低い。隣り合う

駐輪場のうち、収容台数が多い方の駐輪場は何らかの理由により有効活用されていない。原因と

して、東口第 1 は東口第 2 の奥にあり、道も狭くてアクセスしづらいことが考えられる。西口

第 2 は定期利用のみで屋上は閉鎖中

であることが考えられる。土浦市は

近年自転車まちづくりを推進するも、民間を含めた駐輪場の収容可能台数に十分な空きがある

ことから、市営駐輪場の必要性を再考し、再編や廃止の検討が求められる。また、市民が駐輪場

を利用しやすいように周辺環境の整備、ニーズに合わせた利用形態の変更等が求められる。 

 

1.2.6_1.10広場・公園施設 

【対象施設】 

◼ 運動広場 

◼ 都市公園 

◼ 街区公園 

 

図 1.2.6-10 駐輪場別の利用率 図 1.2.6-9.立体駐車場の稼働率の推移 
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【現状と課題】  

平成 24年に市民アンケートを実施したところ、公園に対する市民の満足度が低いことが明ら

かになった。公園・緑地の整備は、いずれの規模についても不満であるとの回答が半数を占めて

いる。設備や植栽などを不満に思う人が多いという結果になった。アフターコロナの社会では公

園の価値が再認識されているため、市民の公園に対するニーズを捉え今後の運営方針の整備を

していくことが求められるだろう。 

 

【土浦市の対策】 

市民アンケートによって明らかになった課題の対策として、土浦市は市民による公園維持管

理制度である『土浦市公園里親制度』を導入した。本制度は都市公園、街区公園に加え、小規模

な公園も対象となっている。 

 

1.2.6_2インフラ 

1.2.6_2.1 インフラ全体 

【現状・課題】 

全体の課題として、維持管理費用不足が挙げられる。現在、土浦市のインフラ施設全体に対す

る投資的経費は平成 22 年～平成 26 年の平均で 42.9 億円/年であり、これらを今後 40 年間維持

管理していくためには平均で 74.8億円/年必要であると試算されている。人口減少により財政が

厳しくなるなかで、市民の生活に必要不可欠な道路、橋梁、上下水道、民間管理インフラなどの

効率的な管理の取り組みの推進が必要である。 

 

【土浦市の対策】 

土浦市ではインフラ施設の維持管理に際し、以下の 3つの目標を掲げている。 

(1) 施設量最適化の推進 財政負担と人口規模、効率的なサービス提供の観点を踏まえ、市民生

活における重要性及び道路・橋梁、上下水道の特性を考慮し、中長期的な管理の視点に基づ

く、それぞれの整備計画等に則した施設の最適化を図る。  

(2) 長寿命化の推進 施設の管理にあたっては、多種多様な施設があることを踏まえ、各施設の

特性に合わせて予防保全型や事後保全型等の手法を選択する。 また、予防保全型維持管理

により更新等の費用を把握し、必要な対策を計画的に実施することで維持管理コストの縮

減を図るとともに、短期的に財政負担が集中しないよう、コストを平準化する。 

(3) 適切な施設配置と民間活力の活用市民生活の基盤であり災害時のライフラインとして確保

するとともに、居住地域に対応した施設配置を図る。さらなるサービス向上を目指し、民間

企業の持つノウハウや資金の積極的な導入を検討する。 
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1.2.6_2.2 道路・橋梁 

【現状・課題】 

 道路では 1億円/年、橋梁では 3.1 億円/年の維持管理費用が不足している。高度経済成長や自

動車交通の発達を背景として整備された施設が多いため、今後ランニングコスト増大の可能性

がある。したがって、計画的な維持管理や機能更新による、効果的・効率的な管理の取組みを進

めることが必要になる。 

 

【土浦の対策】 

(1) 適切な施設配置 

インフラ施設の整備にあたっては、社会情勢やニーズ(防災対応、バリアフリー、環境への

配慮など)を的確に捉え、かつ財政状況を考慮し、中長期的視点から必要な施設の整備を計

画的に行う。 整備や更新時には、長期にわたり維持管理がしやすい施設とすることで、経

済性と合理性を追求する。  

(2) 民間活力を生かした管理・運営サービス向上の推進 

研究機関や企業との連携を強化し、新技術や新制度を取り入れ、効率的な維持管理を可能に

する。また PPP/PFI などの手法を用いて民間活力を施設整備や管理に導入するとともに、

包括的な民間委託発注などの効率的な契約方法の検討を行う。 

 

1.2.6_2.3 上水道・下水道 

【現状・課題】 

 老朽化が著しいため、今後維持管理費が不足することが見込まれる。現状ではやや黒字である

が、今後は住民が減少することが見込まれるため、厳しい財政状況が見込まれる。それゆえ水道

料金値上げの必要性があると考えられるが、住民に課題等を説明する「水道ビジョン」が未策定

である。 

 

【土浦市の対策】 

土浦市公共施設等総合管理計画によると、「中長期的な管理の視点に基づく、それぞれの整備計

画等に則した施設総量の維持や事業コストの削減を図ります」としており、事業規模の縮小をす

ることはせずに、コストを削減していく努力をすることにしているようである。ただし、「令和

元年度土浦市水道事業会計決算審査意見書」によると、「健全な財政状況である」としているも

のの、「将来的には経営環境が厳しいものになる」と指摘している。土浦市もこの指摘を受けて、

将来の厳しさについては自覚しているものと推測される。 

 

【指摘】 

 土浦市は、課題自体は認識している可能性が高いものの、それに伴った対策がなされていない

ように考えられる。財政が「厳しい」、「事業コストの削減」とは言っているものの、「総施設量
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の維持」を掲げるのは両立できることなのだろうか。一般に、施設を減らさないならコストは削

減できないと考えられるが、土浦市ではどのように施設の維持とコストの削減を両立するのか

の具体的な策の指摘が薄く、計画を上手く立て切れていない状況である。 

 

1.2.6_2.4 給排水・処理施設 

【現状・課題】 

老朽化が進む施設が多々ある中で、財源が不足している。 

 

【土浦市の対策】 

 民間活力を生かしてサービスを維持する方向に転換しようとしている。また、超寿命化を進め

ようとしている。 

 

【指摘】 

 民間活力が現状で活かせているのか、今後活かせているのかについては疑問が残る。もし、そ

のような事例があるとするのなら、計画の根拠として積極的に計画に書き込むべきであるので、

情報発信に問題があるといえる。またもしそのような事例がないのなら具体的な計画ができて

いないのに、曖昧な憶測で計画を立てている甘さに問題があるといえよう。 

 一方、超寿命化も進めていくようだが、これは今ある施設を何とか今後も使えるように補修し

ていくものであって恒久的に使えるものではなく、その場しのぎのような対策になってしまっ

ている。今後も持続可能な、より具体的な施策を考えるべきであるといえる。 

 

1.2.6_2.5 民間管理インフラ 

【現状・課題】 

土浦市の公共施設等管理計画に表記のない電気ガス通信事業は市ではなく民間企業が管理を

する形となっている電気事業は東京電力、ガス事業は東部ガスが都市ガスを担当し民間各社が

プロパンガスを事業としている。情報通信事業は土浦ケーブルテレビそして NTT が担当してい

る状況である。 

これらのインフラは日常に欠かせないものであり、災害に対して強固なインフラを築くこと

は必要不可欠である。土浦市もその重要性から都市マスにてライフラインの強化を打ち出して

いるが、そのためには民間企業との綿密な連携が課題となるだろう。また通信情報サービスを充

実させ、地域間の情報格差を縮小することを都市計画マスタープランでは打ち出しているが、具

体的な施策は示されておらず普及の現状も不明となっている。 

 

1.2.6_3公共施設・インフラまとめ 

 土浦市では、少子高齢化や利用者の減少、施設の老朽化などの現象から引き起こされる様々な

課題に対して、施設の統廃合や改修・更新、跡地の利活用や立地適正化、官民連携などの検討を
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行っている。しかし、すべてを実行するためには財源が不足していること、人手が不足している

こと、計画が不十分であることが明らかである。したがって対策に適切な優先順位付けをするこ

と、市民に課題を理解を深めてもらうための説明、民間とのさらなる連携を図っていくことが、

今後の全体の課題になるだろう。 

第 2 章 全体構想 

2.1 これからの土浦市のまちづくり 

第 1 章における土浦市の現状と課題を踏まえて、今後の土浦市のまちづくりは市が抱える現状

と課題に対応することのできる新たなものへと改善させていく必要がある。また、昨今の新型

コロナウイルス蔓延禍において、家での時間を大切に過ごすといった「Stay Home」の動きやそ

れに伴う在宅勤務及びテレワークの普及も加速しつつある。人口減少している社会において、

地域サービスの維持と地域内での新たな交流の創出を促すために都市をコンパクト化し、今後

の時代に対応できるまちづくりをしていくべきである。 

 

 

2.2 コンセプト「Stay with 土浦」 

2.1 より私たちは社会の構造が大きく変わり始めている「Withコロナ」の

時代においても土浦市に住みたい・居続けたいと思える新たなまちづくり

の在り方「Stay with土浦」を提案する。 

本提案では、 

①幅広い世代が土浦市に住みたい・土浦市で過ごしたいと思えるまち 

②土浦市の魅力が身近に感じられ、誇りに思えるまち 

にすることを目指している。 

  

図 2 「Stay with 

土浦」のロゴ 
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第 3 章 4 つのキーワード（部門別構想） 

住みやすいまちづくりの実現の為に 4 つのキーワード「安全性」「利便性・快適性」「つちう

らしさ」「コミュニティ・産業促進」を考え、「Stay with 土浦」のまちづくりの在り方を提案す

る。 

3.1 安全性 

安心・安全に暮らせるまち 

現在の土浦市には老朽化が進んだ建物や空き家が多い。古い建物群で構成された

都市は暗く、見通しが悪い箇所が多い。防犯及び事故の抑制を図るために必要なインフラ・都市

施設の整備や建物群の更新を通して市民が安心・安全に暮らせるまちづくりを目指す。 

また、地震や水害を始めとした様々な災害リスクに対応したまちづくりを行う為に、市民に対す

る防災教育や自助共助の意識を促し、ソフト防災を促進させる。 

3.2 利便性・快適性 

誰もが移動しやすく、使いやすいまち 

人々にとって快適であると同時に経済面・環境面などにおいて持続可能な土浦市の実現のため、

長期的なコンパクトシティ化を進める。施設の統廃合を始めとした都市機能の集約や各施設を結

ぶ道路の整備を行い、徒歩や自転車・公共交通による移動を促進することで、車依存社会からの

脱却を目指す。 

3.3 つちうらしさ 

土浦ならでは魅力を感じられるまち 

日本で二番目の面積を誇る霞ヶ浦やりんりんロード・ロケツーリズムなど、土浦市ならではの魅

力や固有資源が存在する。それらを有効活用し、観光まちづくりの推進と地域愛着の向上を目指

す。また、「つちうらしさ」を様々なメディアやイベントを通じて発信し、土浦の魅力を多くの

人々に知ってもらえるよう PR していく。 

3.4 コミュニティ・産業促進 

人々が交流しあい、働きやすいまち 

住民が都市に関われる機会を増やし地域コミュニティの促進を図り、住民参加型のまちづくり

を形成していきたい。職住近接の場を整え、雇用の場が充実した、働きやすい街を目指す。 そし

て、主に中心市街地で増加している空き店舗の問題を解消するために産業の支えとなる企業誘致

を推進していきたい。加えて、周辺都市との広域連携を産業分野ごとに行うことで茨城県県南地

域共通の課題を解決し、地域全体の活性化につながるまちづくりを行っていく。 
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第 4 章 拠点別構想（地区別構想） 

4.1 土浦（行政・業務拠点） 

主に市の行政施設やオフィス等の業務機能を持つ地区 

・公共施設などの都市機能の集約化を行う。 

・自然や歴史、自転車等を活用した観光拠点とする。 

・徒歩、自転車、公共交通の促進をする。 

 

 

4.2 神立（居住拠点） 

神立駅周辺を拠点とし、中心地区の賑わいと活力を支える居住区域 

・土浦北 IC の⽴地特性を活かし、企業を誘致することで、更なる産業振

興や居住移転を推進する。 

・隣接都市との交流拠点・IC 付近の工業拠点として整備する。 

 

4.3 荒川沖（居住拠点） 

荒川沖駅周辺を居住拠点とし、自然に身近に触れることのできる住環境を持つ区域 

・土浦への鉄道アクセスを活かしたベットタウンの形成をす

る。 

・周辺の商業施設にアクセスしやすい場とする。 

・既存の公園や河川を活用する。 

 

4.4 おおつ野 

土浦協同病院を中心に、生活利便施設や公共施設等の都市機能を集約した職住近接のメディカル

タウン 
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・ファミリー層や高齢者が安心で住みやすい環境整備を行い、居住

誘導を促す。 

・公共施設の再編（移動・集約） 

 

 

4.5 拠点以外 

居住区域が効率的に縮小された地区 

・中心地区などの他地域への居住誘導を行う。 

・インフラや公共施設の再配置をする。 

・耕作放棄地・空き家対策を行う。 
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第 5 章 提案 

5.1 拠点居住誘導構想 

5.1.1 背景 

４つの拠点地区「土浦」「神立」「荒川沖」「おおつ野」において都市機能の集約及び居住誘導を

図る。長期的なコンパクトシティ化を行う上で、市民が拠点区域へ移住しやすくする為の施策が

必要である。現在土浦市では、居住誘導を図る施策として「まちなか定住促進事業」という補助

金制度を導入している。これは土浦市外から中心市街地（土浦駅周辺）に転入する新婚世帯や子

育て世代と対象に、中心市街地に立地する住宅の賃貸・購入・住宅転用を希望する人に対して一

定額の補助金を支給するというものである。この制度の仕組みを活用し、土浦市外の移住者だけ

でなく、土浦市内の拠点区域外に住む人も拠点地区へ居住誘導する補助金制度を提案する。 

5.1.2 提案内容 

そこで、拠点区域外から拠点区域に移転する新婚世帯及び子育て世帯を対象に、「市民向け居住

誘導補助金」を提案する。補助金の形態と金額は以下の表の通りである。 

      表 5.1-1.市民向け居住補助金の補助金表 

 

[1]上限 2 万円・最長 3 年、[2]上限 1.5 万円・最長 3 年、[3]上限 1 万円・最長 3 年[4]上限 50

万円、[5]上限 40 万円 

5.1.3 費用・効果 

費用は約 5000 万円である。この費用については、国から都市再生整備計画事業の一環として

補助を得ることができる。この提案を行うことで、拠点地域の人口維持と、拠点地区の住民の生

活サービスの質を維持という効果が期待できる。また、若者が長く土浦で暮らすことができ、

「Stay with 土浦」に繋がると考える。 
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5.2 中心市街地ウォーカブル構想 

5.2.1 背景 

「行政・業務拠点」として位置付けてられている市の中心

市街地である土浦は現在、多くの建物が更新されないまま立

ち並び、今の時代にそぐわない古い都市構造が保ち続けられ

ている。駅周辺には駐車場も乱立しており、用途地域にそぐ

わない土地利用がなされている。中心市街地である土浦は用

途地域に合った土地利用を成すことにより、従来からある土

浦の自然や歴史を直接感じることができる空間の形成と利便性の高いまちづくりを行う必要が

ある。 

 

5.2.2 提案の内容 

市が設定した中心市街地地区を対象地域とし、地域住民が集う日常的な賑わいの創出を目指す。

従来からある施設を結節点、歩道や自転車道・公共交通網を動線として捉え、社会的・経済的結

節点を設けて結節点同士を動線で円滑に結ぶといったゾーンプラニング（ネットワーク）の形成

を行うことを試みる。 

 

5.2.3 費用と効果 

  中心市街地にはモール 505 やまちか

ど蔵といった土浦固有の景観を生み出

す結節点となる施設や、きちんと整備

され歩きやすく疲れにくい歩道や自転

車道といった導線が既に存在してい

る。しかし、結節点が現代の土浦市民

の需要を満たしていなかったり、結節

点同士がうまく連携していなかったり

することで賑わいに差が生まれている

現状がみられた。そこで私たちの提案では既存の結節点と動線を活かした新しいウォーカブルな

まちづくりを行い中心市街地全体の賑わい創出及び周遊性の向上を目指す。 

図 5.2-5 土浦固有の景観 図 5.2-5  

疲れにくい＆楽しい歩道 

図 5.2-3 中心市街地の現状と目標 
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5.3 子育てモール 505 構想 

5.3.1 背景 

「with コロナ」の現代社会では不要

不急の外出を抑制するという観点か

ら在宅勤務やテレワークが普及しつ

つある。そのため、仕事のために東京

へ通勤する必要性が弱まり、身近に自

然を感じることができる地方都市の

魅力が高まってきている。土浦は霞ヶ

浦や筑波山といった自然を身近に感

じられ、東京へも常磐線一本で行けるとい

うアクセスの良さを併せ持つ魅力ある地域である。そのため、「with コロナ」の時代の新しい

働き方であるテレワークの需要に合わせて、土浦市にはシェアオフィスの拡充が必要であると

感じた。また、近年の日本では女性の社会進出を目標に掲げている。しかし、世界経済フォー

ラムが 2019 年に発表した「グローバルジェンダー・ギャップ指数」という世界各国の男女の経

済格差を表した指標を見ると、日本は 153 か国中 121 位という深刻な結果となっており、日本

では女性の社会進出がうまくいっていない現状がうかがえる。土浦市の女性の就業率の推移を

みると結婚や出産のタイミングで数値が落ち込んでいることがわかる。女性の社会進出が進ま

ない原因としては出産後の職場復帰の難しさや家事は女性がするものという日本の悪しき風

習が考えられる。待機児童の問題も女性の社会復帰を難しくさせている。現在の土浦市の中心

市街地には託児施設が 3つしかなく、子育て世代が子供を預けて中心市街地で働くには十分で

はないと感じた。そこで、私たちはモール 505に注目した。モール 505は土浦駅からのアクセ

スのよい場所に立地しているが空きテナントが目立つ。その理由の一つとしてモール 505にが

持っていた商業機能が大型のロードサイド店舗に取られたことでモール 505 の需要が現代の土

浦市民の需要にあっていないことが考えられる。そのため、私たちの班ではモール 505 を「with 

コロナ」の時代の需要に合わせた託児施設付きシェアオフィスに改装することを提案する。 

 

  

図 5.3-2 モール 505の空きテナントの現状 

図 5.3-1 土浦市女性の年齢別就業率の推移 
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5.3.2 提案内容 

子育て世代が働きやすい場を中心市街地に形成することを目的とする。また、子育て世代に限

らず「with コロナ」の時代の新しい働き方に合わせたシェアオフィスの需要にこたえることを

目的とする。本提案では既存のテナントをつくば市側の A 棟～C 棟に集約し、土浦駅東口側の

D 棟と E 棟を託児施設付きシェアオフィスに改装する。 

D 棟と E 棟の 1階を託児所、2 階と 3階に

シェアオフィスとして改装する。1 階に託

児施設を設置した理由は子供の安全性を考

慮したからである。 D 棟と E 棟を託児施設

付きシェアオフィスに改装する理由は駅を利

用して出勤するオフィス利用者を想定して子

供を預けてからオフィスで仕事をするという導線を考慮したからである。オフィス利用者がモ

ール 505 を利用するようになることで既存の店舗に賑わいを創出することを狙っている。託児

施設付きシェアオフィスのターゲットは土浦に住み、在宅勤務をしている小学校入学以前の小

さい子供を持つ子育て世代のお父さん、お母さんである。現在、モール 505 の前に長谷工が手

掛けるマンションの建設が進んでいる。ここのマンションで新たな生活を始める子育て世代も

このシェアオフィスの利用ターゲットになると考えている。また、土浦駅からのアクセスも良

いため、居住誘導を進める神立駅、荒川沖駅に暮らすオフィスワーカーの需要も見込めると考

えている。 

土浦駅のプレイアトレ内には Lapps というシェアオフィスが存在していたが現在はなくなっ

ている。この原因として、Lapps にはフリーWi-Fiやコピー機、会議室が設けられていただけで

あり、周りのカフェとの差別化ができなかったことを現地調査の中で考えた。そのため、この

提案では在宅勤務の需要に合わせてオンラインで会議がしやすい個室のオフィスをD棟 3階に

設置する。このオフィスはスタートアップ企業の挑戦の場としての利用も想定しており、E 棟

3 階にはセミナールームと会議室を設置する。スタートアップの場として利用してもらうため

に法人登録も可能とする。2 階は柏の葉キャンパスの KOIL というシェアオフィスを参考に仕

切りのない開けたシェアオフィススペースを設置する。仕切りをなくすことで利用者間の交流

促進を考えている。E 棟 1 階には自転車ポート、託児施設、学童施設を設置する。自転車ポー

トにはオフィス利用者の駐輪場としての機能とシェアサイクル構想のサイクルポートの機能

を持たせ、自転車街づくりの促進を図る。託児施設と学童施設はオフィス利用者と近隣住民の

利用を想定している。職場に隣接した託児施設は子供の緊急事態に即座に駆けつけることがで

きるため利便性が高いと考えられる。託児施設は

幼稚園入園前の子供、学童施設は学校終わりの小

学生の憩いの場を想定している。オフィス利用想

定人数は 60 人、利用可能時間は 7 時から 24 時

までを想定している。料金プランは表のようであ

図 5.3-3 子育てオフィス構想の概略図 

図 5.3-4 シェアオフィス料金プラン 
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る。 

 

5.3.3 費用・効果 

             表 5.3-1 子育てモール 505 の費用 

項目 費用 

オフィス改修費 3,000万円 

託児施設改修費用 2,000万円 

店舗移転費 5,400万円 

運営委託費 3,000万円 

備品 1,000万円 

・初期投資額：1 億 4,400 万円 

・ランニングコスト：4,000 万円/年 

この費用は下水道再編構想で削減した経費を利用する。 

 

子育てオフィスの効果としては子育て世代が働きやすい中心市街地の実現、オフィス利用者

により中心市街地の賑わいの創出、土浦への居住促進などが考えられる。 

 

5.4 中古自転車シェアサイクル構想 

5.4.1 背景 

中心市街地では現在、以下の 5つの場所にてりんりん

ロードでの利用を主旨とした自転車を貸し出してい

る。 

1: ラクスマリーナ 

2: ル・サイクル土浦店 

3: HELLO CYCLING （プレイアトレ土浦 B1F) 

4:まちかど蔵 

5:ギガテックモータース 

しかし、これらの自転車はりんりんロードでの利用を

目的とし、高品質なものが置いてあり、レンタル料金

が高い。借りることができる場所と数が少なく、日常

で気軽にシェアサイクルを利用することが難しい状態となっている。 

 

図 5.4-6自転車を貸し出している店舗 
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5.4.2 提案の内容 

5.2_2.1 を踏まえて既存のシェアサイクル置き場に加え、居住者が日常的に利用する場所にもシ

ェアサイクルポートを新たに設置する。新たに設置する場所は住民に希望調査等を事前に行っ

た上で決めるとする。シェアサイクルで主に用いる自転車は中古、市内の自転車屋で手軽に修

理、点検を行えるように特有の柄を付けて配置させる。 

 

5.4.3 費用と効果 

シェアサイクルは中心市街地で使えるシステムである。シェアサイクルの拠点を増やすことで

中心市街地での自転車の利用の普及と日常的な利用を促進することができる。また、5.2 におけ

る、動線の確保及び放置自転車の問題の解決にも繋げることができる。 

 

 

 

図 5.4-7 シェアサイクルポートの設置案 

（青…既存のレンタサイクル設置場所、 

橙…居住者が日常的に利用する場所） 

図 5.4-14 シェアサイクルの具体的な提案 
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5.5 居住拠点における空き家対策構想（学生シェアハウスによる空き家活用） 

5.5.1 背景 

土浦市で土浦駅周辺地区や荒川沖駅周辺を中心に空き家が増

加している。特に、住宅街での空き家増加は維持コストの増加、

治安・住環境の悪化、災害リスクの増加、人口流出の加速等が

懸念される。私たちは空き家の中でも、居住地区の空き家を優

先的に対策すべきであると考える。 

 

 

5.5.2 提案内容 

そこで、私たちは居住区域外の学生をメインターゲットとして、地域貢献を行う代わりにリフ

ォームした空き家を提供・貸し出すサービスを提案する。守谷市では「“飛び込む・関わる・創

る”守谷学生シェアハウス事業」という空き家を活用したシェアハウス事業を実施しており、こ

ちらを参考にした。 

具体的な内容としては、土浦市が居住区域に生じている空き家を借り上げ、そこに居住区域外

の学生をシェアハウスとして住ませ、地域活動に参加してもらうことで地域活性化を図るとい

うものである。学生は主に地区の小学生の見守り、放課後の学習指導や部活動補助などの地域活

動に参加する。空き家の選定については、土浦市が借り上げられる状況であり、かつ状態が著し

く悪くないこと、そして交通アクセスがよいことなどを条件に決定する。 

5.5.3 費用・効果 

一戸建ての空き家をリノベーションする場合、建物の状態により左右するが一戸当たり平均

750 万円の費用がかかる。しかし、地方創生加速化交付金を活用することで、費用の 1/2 を国の

補助金で賄うことができる。その他、住宅を長く大切に使うためのリフォームを行った際に、そ

の工事費の一部に対して支給される「長期優良住宅化リフォーム推進事業」等の補助金を利用で

きると期待できる。 

これにより、空き家問題の解消のみならず、居住都市の住環境・活気向上、地域の世代間交流

の促進、拠点への居住誘導の効果が期待できる。この提案を行うことで、空き家を活用しコンパ

クトシティ化を促進する。 

 

 

図 5.5-1：中学校区別の空き家件数 
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5.6 ロケツーリズム  

5.6.1 背景 

 ロケツーリズムでは、映画やドラマのロケ地を訪ね、風景や食を堪能し、人々のおもてなしに触

れることで、その地域のファンになってもらうことを目指している。土浦市においては、現在、

土浦フィルムコミッションがロケ誘致に力を入れており、全国屈指のロケ地とも言える。そのた

め、私たちは土浦市のサイクリングや霞ヶ浦など豊富な固有資源の中でもロケ地に着目した。し

かし、土浦フィルムコミッションの活動は、誘致や撮影のサポートに力点が置かれており、メデ

ィア露出後、地域住民にロケ地となった名所やロケ地を通した新たな魅力が浸透される機会が少

ないため、その機会を活かして土浦市民の地域愛着を増進させる提案に至った。 

 

5.6.2 提案内容 

提案では 4つの流れを想定している。認知度アップの機会、深く知ってもらう機会、実際に行っ

てもらう機会、だれかに共有したくなる機会である。 

 

・認知度アップの機会 

 まず、第一段階の認知度アップに機会については、「ロケ地×〇〇展示会」のイベント開催を提案

する。既に行われているパネル展覧会に加え、衣装の展示や周辺地域のグルメのお弁当販売など、

話題性やインセンティブづくりの異業種コラボを企画する。このイベントの目的は、土浦市のロ

ケ地を広く知ってもらうことである。 

 

・深く知ってもらう機会 

 第二段階の深く知ってもらう機会として、土浦市観光協会のサイトに土浦フィルムコミッショ

ンのバナーを追加してもらう。土浦市観光協会の協働のもとで実現されるもので、フィルムコミ

ッションのサイト流入を目指す。この事業はロケツーリズムというコンテンツを、土浦市の観光

事業の一環として定着させる狙いがある。 

 

・実際に行ってもらう機会 

 第三段階の、実際に行ってもらう機会として、ロケ地マップの配布を提案する。配布方法は、既

存のロケ地マップを広報つちうらに折り込むというものだ。近隣住民を観光客として呼び込むマ

イクロツーリズムを活気づけるために非常に有効的な手段だと考えている。近隣住民には、実際

のロケ地巡りを想像し、外出プランを立ててもらいたい。 

 

・誰かに共有したくなる機会 

 最終段階の誰かに共有したくなる機会として、ロケ地パネルの設置を提案する。パネルには、

出演俳優やシーンの写真を記載することで、来訪者に写真撮影と SNSへのアップを促し、さら



2020年度都市計画マスタープラン実習 2班「Stay with 土浦」 

 

82 

 

 

なる拡散を狙う。さらに、パネル作成に当たっての工夫に、QRコードを記載し、読み取ること

でスタンプラリーへの参加や、周辺地域の店舗情報を取得により、土浦全体を巡りたくなる仕

掛けを挙げる。 

 

5.6.3 費用・効果 

 本提案では既存のコンテンツを最大限活用するが、新たに設置するパネルの費用、41 万円に関

しては全て観光収益増加分で補う。提案の効果として、ロケツーリズムを通じて、土浦市民につ

ちうらしさを再発掘してもらい、地域に対してより一層の愛着が育まれることを期待している。

さらに、ロケツーリズムが土浦市の新たな観光基盤を築くことが出来れば、地域住民は土浦に高

い誇りを持つようになり、Stay with 土浦の実現に向けて前進すると考えられる。  

5.7 下水道再編構想 

5.7.1 背景 

土浦市の財政は厳しい状況にある。大規模事業の実施に伴う公債費の増加や、高齢化による扶

助費の増加などにより、一般財源基金である財政調整基金などの枯渇が想定されている。令和 2

年度の下水道事業会計予算でも、資本的収入が約 15 億円なのに対し、資本的支出は約 30 億円

となっており、結果として支出が収入を大きく上回っているのが現状である。 

 人口も減少傾向にある。国立社会保障・人口問題研究所によるとおよそ 30年後である 2050 年

の土浦市の人口は 104,953 人と推計されており、約 35,000 人もの人口減少が予想されている。 

s 土浦市内の公共下水道整備事業（公共下水道事業＋特定環境保全公共下水道事業）の整備状況

図 5.7-1 公共下水道整備状況 図 5.7-2地域特性に応じた整備手法の選択 
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に注目すると、全体計画面積は 6,017ha となっており、現在はその 60.8%に当たる 3,658ha が

整備済みである。一方、普及人口は行政人口の 87.8%に値する 126,263 人である。立地適正化

計画によると、今後 2,359ha もの範囲で公共下水道を整備するとしているが、計画区域の約 91%

が市街化調整区域であり、人口減少やコンパクトシティ形成をふまえると、人家が低密な土地

に新しく下水道を整備するのは効率的ではない。茨城県生活排水ベストプランにも、人家のま

ばらな市街化調整区域では個別処理が経済的だと記されている。 

 これらの状況をふまえると、土浦市では、人口減少を想定した効率的な下水道整備および計画的

な財源の確保をしていく必要がある。 

 

 

5.7.2 提案内容 

都市のコンパクト化とともに公共下水道の再編を行うことによって財政の回復を図るため、公

共下水道計画区域（未整備）かつ市街化調整区域において、下水処理を高度処理型浄化槽で行う

ことを提案する。 

具体的には、公共下水道計画区域（未整備）のうち、市街化調整区域に含まれる 2,148ha の

区域の下水処理は高度処理型浄化槽で行うこととし、公共下水道計画区域（未整備）を市街化

区域に含まれる 211ha に縮小させる。人家のまばらな市街化調整区域では個別処理が経済的で

あり、今後の人口減少や都市のコンパクト化を考えると、高度処理型浄化槽を使用するのが適

切である。 

 

 

 

 

5.7.3 費用・効果 

・公共下水道新規整備費の削減分 

平成 23年度～平成 24年度において、公共下水道の処理面積は 72ha 増加し、新規整備に

図 5.7-3提案による公共下水道計画区域 
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は 20.3 億円を要した。 

72/2 = 36ha/年 

20.3/2 = 10.15億円/年 

 

より、1年あたり 36haの工事を行い、10.15 億円の費用がかかるものとする。この場合、

公共下水道計画区域の工事は 

211/36 ≒ 6年 

で終了し、7年目以降の新規整備費用を年間で 10.15 億円抑えることができる。 

 

・浄化槽の設置補助費用 

浄化槽の設置にかかる費用は基本的に個人負担であり、土浦市では、市民が高度処理型浄

化槽を設置する際に金銭的な補助をしている。土浦市の人口を 14万人とすると、市内では

全体の約 8.0%に当たるおよそ 11,200 人が既に合併浄化槽を使用しているが、これらの浄

化槽は高度処理型ではないと仮定する。加えて、約 1.2%に当たるおよそ 1,680 人の下水処

理ができていない状況である。これらの人々の下水処理を高度浄化槽で行う場合、高度処

理型浄化槽の設置補助額は転換有の場合 222,600 円/人、転換なしの場合 188,200 円/人程

度であるので、 

222,600*11,200+188,200*1,680=2,809,296,000 億円 

となり、およそ 28 億の費用が必要である。 

 

以上より、公共下水道と高度浄化槽の整備が 6年間で完了する場合、土浦市の支出は、1~6年目

は高度処理型浄化槽設置補助として支出が 

28/6=4.67 億円/年 

ほど増加するが、7 年目以降は新規公共下水道整備費が 10.5 億円/年削減され、整備完了後 

⌈28/10.5⌉=3 年目 

から財政の回復を見込むことができる。 

 

図 5.7-4 提案による支出の変化 
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このように、下水道事業の再編によって財政状況が改善するといえる。 

 

 

5.8 おおつ野地区の医療拠点構想（公共施設再編） 

5.8.1 背景 

現在、土浦市北東部に位置する上大津地区北部には幾つかの

公共施設が存在するが、どの施設においても老朽化が進行して

おり、かつ施設利用者数が少なく交通ネットワークが十分でな

いことが課題である。老朽化について、上大津支所は築 39 年、

上大津集会場は築 42 年、老人福祉センター「湖畔莊」は築 39

年となっており、施設の耐震性や安全性が懸念される。また、

上大津支所は他の支所や役所と比較して利用者数が低く、年間

窓口 1 件あたりのコストも高い。老朽化への対応と公共施設の適正配置が課題となっている。

小学校については、上大津地区北部に立地していた上大津西小学校が 2020 年に閉鎖され、管谷

小学校と上大津東小学校へ統合した。 

次に、上大津地区北部の交通ネットワークについてである。現在当エリアでは北側と南側に各

1 種類の路線バスが運行されているが、南側のバス（土浦駅～土浦協同病院）は 1 日に 16 本、

北側のバス（霞ヶ浦広域バス｜土浦駅～協同病院～玉造駅）は 1日に 5 本しか運転しておらず、

交通アクセスが不十分である。 

おおつの地区は上大津地区の南東部に位置し、北部エリアから約 2km 離れたニュータウンで

ある。おおつの地区は、区画整理事業で整備された災害に強い高台のタウンであり、車道や歩道

も適切に整備されている。土浦協同病院の移転により、開発が加速しており、スーパーやホーム

センター等の生活利便施設、幼稚園や小学校等の教育施設が近隣にあるため、ファミリー層を中

心に幅広い世代が暮らしやすい環境となっている。 

おおつの地区では「土浦協同病院を中心とし、商業と業務施

設を基盤とした職住近接のメディカルタウン」を目指してい

る。しかし、おおつの地区には公共施設が殆ど存在せず、前述

した上大津地区北部に向かわなければならない。 

図 5.8-1：老朽化が進む上大津公民館 

図 5.8-2：おおつ野・手野町の人口変化 
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5.8.2 提案内容 

公共施設の移転先はおおつ野二丁目（現在の「クスリのア

オキ」の北側）を想定しており、公民館と支所が融合した施

設を建設する。また、おおつ野地区に民間が運営する大型デ

イサービス「ライフサポート・サンルーナ」が既に立地して

いる為、高齢者福祉施設については新設しないこととする。 

 

5.8.3 費用・効果 

建築物は RC 造で延床面積は 600 ㎡とし（上大津公民館が

725 ㎡、上大津支所が 74 ㎡であり、公民館の稼働率等を考

慮して採算）とすると建設費用（解体費・仮設移転費等を含

む）は約 2.2 億円である。建設費用に関してはインフラの集

約化による削減経費を利用する。公民館の利用客数や利用料

金を考慮すると、約 17 年で建設費用を回収できる。公民館

の運営・管理に関しては、指定管理者制度を導入する。指定

管理者制度を導入することで、民間によるサービスの向上

や、行政の費用負担削減が期待できる。 

おおつの地区に公共地区を移転・集約化することで、施設

老朽化の改善、おおつの地区の都市機能拡充、おおつのへの

居住誘導の推進などの効果が期待でき、コンパクトシティ化

を促進することができるだろう。以上のような提案を行うこ

とで、おおつの地区を「職住近接の安全で住みやすいメディカ

ルタウン」として整備していく。 

 

 

 

図 5.8-3：新公共施設の建設候補地 

図 5.8-4： 

現在の公共施設と新設する施設の

位置関係 
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第 6 章 まとめ 

 

土浦市の現状と課題や、新型コロナウイルスによる「Stay home」をふまえ、土浦市に住みた

い・居続けたいと思える新たなまちづくりの在り方「Stay with土浦」を提案した。 

土浦市を 

・幅広い世代が住みたい・過ごしたいと思えるまち 

・魅力が身近に感じられ、誇りに思えるまち 

にし、「Stay with 土浦」を達成するために、４つの拠点に都市をコンパクト化し、 

４つのキーワードをもとに多角的なアプローチでまちづくりを行うことを試みた。 
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99. 下妻市「水道ビジョン」 <https://www.city.shimotsuma.lg.jp/page/page002208.html> 

100. 土浦市総合運動公園基本計画 

https://www.city.tsuchiura.lg.jp/data/doc/1528245181_doc_8_1.pdf
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101. 緑とオープンスペースをフル活用し、 新型コロナに負けない健康的なライフスタイルへ(国

土交通省都市局公園緑地・景観課(2020.8.７)) 

<https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001358432.pdf> 

102. 緊急提言・「新型コロナ」で変わる公園の在り方|日経 BP(2020.05.29) 

https://project.nikkeibp.co.jp/atclppp/PPP/032300072/052500015/?P=5> 

103. まちなか定住促進事業の手引き｜土浦市 

https://www.city.tsuchiura.lg.jp/data/doc/1561706936_doc_34_0.pdf 

104. 東洋経済 女性の社会進出 

https://toyokeizai.net/articles/-/352126 

105. 予算 

https://diyers.co.jp/articles/eOmTC 

106. KOIＬ 

https://www.31ventures.jp/ventureoffice/koil/ 

107. ・土浦フィルムコミッション 

http://www.tsuchiura-fc.jp/ 

108. ・ロケツーリズム協議会 

https://locatourism.com/ 

109. ・広報つちうら｜土浦市公式ホームページ 

https://www.city.tsuchiura.lg.jp/page/dir001496.html 

110. ・土浦市下水道事業会計予算 

https://www.city.tsuchiura.lg.jp/data/doc/1584581210_doc_5_9.pdf 

111. ・土浦市公共下水道事業経営戦略 

https://www.city.tsuchiura.lg.jp/data/doc/1490594624_doc_32_0.pdf 

112. ・茨城県生活排水ベストプラン 

https://www.pref.ibaraki.jp/doboku/gesui/kikaku/bestplan/bestplan.html 

113. ・茨城県下水道の計画 

https://www.pref.ibaraki.jp/doboku/gesui/kikaku/gesuidoka/yomigaerumizu/documents/02_p1-

p18.pdf 

114. ・土浦市生活排水対策推進計画 

https://www.city.tsuchiura.lg.jp/data/doc/1398304033_doc_18_0.pdf 

115. ・土浦市高度処理型浄化槽設置補助 

https://www.city.tsuchiura.lg.jp/page/page000666.html 
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